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(57)【要約】
高データ・レート通信送信のためのパイロット・チャネ
ル最適化スキームを容易にするシステムおよび方法論が
記載される。例示となる様々な実施において、パイロッ
ト・チャネル制御動作が、１または複数の協調する無線
端末（例えば、ユーザ機器）のため、典型的な基地局に
よってモニタされ制御される。これによって、１または
複数の協調する無線端末の１または複数の電力機能が、
１または複数の選択されたパイロット・チャネル制御動
作条件に応じて変更されうる。例示的な動作では、典型
的な基地局が、ジャンプ検出技術を備えるパイロット・
チャネル最適化の一部として、１または複数の選択され
たパイロット・チャネル制御動作を取り扱い、ＤＰＣＣ
Ｈ以外の他のチャネルで電力制御を行い、遅延電力制御
を取り扱い、ブーストしたパイロット・チャネルの事例
においてソフト・ハンドオフ電力制御を取り扱い、パイ
ロット・ブーストから生じる許可メッセージにおける曖
昧さを解決する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信システムにおけるパイロット最適化のための方法であって、
　基地局においてアップリンク・パイロット・チャネル情報を決定することと、
　１または複数の選択されたパイロット・チャネル制御動作を行うことによって、パイロ
ット最適化を容易にするために、前記アップリンク・パイロット・チャネル情報を、１ま
たは複数の無線端末へ送信することと、
　前記１または複数の選択されたパイロット・チャネル制御動作にしたがって、１または
複数の協調する無線端末で実行される電力制御動作のモニタおよび指示を行うこととを備
え、
　前記電力制御動作は、前記１または複数の無線端末のパイロット・チャネル状態および
／またはデータ・レートに関連する１または複数の無線端末に対して実行される方法。
【請求項２】
　１または複数の制御チャネルの電力レベルを自律的に上昇させることをさらに備える請
求項１に記載の方法。
【請求項３】
　データ・チャネルのデータ・レートに応じて、閾電力レベルよりも高い選択された電力
レベルへ、１または複数の制御チャネルの電力レベルを自律的に上昇させることをさらに
備える請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記１または複数の制御チャネルの電力レベルを、前記閾電力レベルへ減少させること
をさらに備える請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　１または複数の高められた制御チャネルの電力レベルを、閾電力レベルよりも高い選択
された電力レベルへ上昇させることをさらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記１または複数の高められた制御チャネルを復号することと、
　前記１または複数の高められた制御チャネルをパイロット・リファレンスに変換するた
めに、変調信号をフリップすることと
をさらに備える請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　別の１または複数の制御チャネルを復調するために、前記パイロット・リファレンスを
１または複数の制御チャネルと結合して、フェーズ・リファレンスおよび／または増幅リ
ファレンスを提供することさらに備える請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　無線通信システムにおけるパイロット最適化のための方法であって、
　基地局からアップリンク・パイロット・チャネル情報を受信することと、
　１または複数の電力制御動作を制御するために、前記受信したアップリンク・パイロッ
ト・チャネル情報を、協調する１または複数の無線端末において、前記アップリンク・パ
イロット・チャネル情報の予め定めた関数にしたがって処理することと、
　パイロット・チャネルの動作状態を表すパイロット・フィードバック・データを前記基
地局へ送信することと
を備える方法。
【請求項９】
　前記１または複数の無線端末で実行される電力制御動作は、前記１または複数の無線端
末と基地局との間の送信データ・レートに応じている請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　閾値データ・レートを超えて送信している場合、前記パイロット・チャネルの電力を上
昇させることをさらに備える請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
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　閾値データ・レート未満で送信している場合、前記パイロット・チャネルの電力を減少
させることをさらに備える請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　サービス提供していないセルからのパイロット・コマンドを無視することをさらに備え
る請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　アップリンク・パイロット・チャネル情報を決定して送信し、電力制御動作のために最
適化されたパイロット信号を送信し、前記アップリンク・パイロット・チャネル情報の予
め定めた関数にしたがって、前記送信された最適化されたパイロット信号をモニタするた
めの命令群を保持するメモリと、
　前記メモリ内で前記命令群を実行するように構成されたプロセッサと
を備える通信装置。
【請求項１４】
　１または複数の高められた制御チャネルの電力レベルを、閾電力レベルよりも高い選択
された電力レベルへ上昇させる請求項１３に記載の通信装置。
【請求項１５】
　前記１または複数の高められた制御チャネルを復号し、前記１または複数の高められた
制御チャネルをパイロット・リファレンスに変換するために変調信号をフリップする請求
項１４に記載の通信装置。
【請求項１６】
　別の１または複数の制御チャネルを復調するために、前記パイロット・リファレンスを
１または複数の制御チャネルと結合して、フェーズ・リファレンスおよび／または増幅リ
ファレンスを提供する請求項１５に記載の通信装置。
【請求項１７】
　アップリンク・パイロット・チャネル情報を受信して処理し、前記受信したパイロット
・チャネル情報にしたがって、１または複数のパイロット制御動作を実行し、パイロット
制御動作および状態データを送信するための命令群を保持するメモリと、
　前記メモリ内で前記命令群を実行するように構成されたプロセッサと
を備える通信装置。
【請求項１８】
　前記１または複数の電力制御動作は、前記送信データ・レートに応じている請求項１７
に記載の通信装置。
【請求項１９】
　閾値データ・レートを超えて送信している場合、前記パイロット・チャネルの電力を上
昇させる請求項１７に記載の通信装置。
【請求項２０】
　閾値データ・レート未満で送信している場合、前記パイロット・チャネルの電力を減少
させる請求項１７に記載の通信装置。
【請求項２１】
　基地局においてアップリンク・パイロット・チャネル情報を決定する手段と、
　電力制御動作のために最適化されたパイロット信号を送信する手段と、
　前記アップリンク・パイロット・チャネル情報の予め定めた関数にしたがって、前記送
信された最適化されたパイロット信号をモニタする手段と
を備える通信装置。
【請求項２２】
　１または複数の高められた制御チャネルの電力レベルを、閾電力レベルよりも高い選択
された電力レベルへ上昇させる請求項２１に記載の通信装置。
【請求項２３】
　前記１または複数の高められた制御チャネルを復号し、前記１または複数の高められた
制御チャネルをパイロット・リファレンスに変換するために、変調信号をフリップする請
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求項２１に記載の通信装置。
【請求項２４】
　別の１または複数の制御チャネルを復調するために、前記パイロット・リファレンスを
１または複数の制御チャネルと結合して、フェーズ・リファレンスおよび／または増幅リ
ファレンスを提供する請求項２１に記載の通信装置。
【請求項２５】
　アップリンク・パイロット・チャネル情報を受信し処理する手段と、
　前記受信したパイロット・チャネル情報にしたがって、１または複数の電力制御動作を
実行する手段と、
　パイロット制御動作および状態データを送信する手段と
を備える通信装置。
【請求項２６】
　前記１または複数の電力制御動作は、前記送信データ・レートに応じている請求項２５
に記載の通信装置。
【請求項２７】
　閾値データ・レートを超えて送信している場合、前記パイロット・チャネルの電力を上
昇させる請求項２５に記載の通信装置。
【請求項２８】
　閾値データ・レート未満で送信している場合、前記パイロット・チャネルの電力を減少
させる請求項２５に記載の通信装置。
【請求項２９】
　アップリンク・パイロット・チャネル情報を決定して送信し、
　電力制御動作のために最適化されたパイロット信号を送信し、
　前記アップリンク・パイロット・チャネル情報の予め定めた関数にしたがって、前記送
信された最適化されたパイロット信号をモニタする
ためのコンピュータ実行可能な命令群を、格納して有する機械読取可能媒体。
【請求項３０】
　１または複数の高められた制御チャネルの電力レベルを、閾電力レベルよりも高い選択
された電力レベルへ上昇させる
ためのコンピュータ実行可能な命令群を、さらに格納して有する請求項２９に記載の機械
読取可能媒体。
【請求項３１】
　前記１または複数の高められた制御チャネルを復号し、前記１または複数の高められた
制御チャネルをパイロット・リファレンスに変換するために変調信号をフリップする
ためのコンピュータ実行可能な命令群を、さらに格納して有する請求項２９に記載の機械
読取可能媒体。
【請求項３２】
　別の１または複数の制御チャネルを復調するために、前記パイロット・リファレンスを
１または複数の制御チャネルと結合して、フェーズ・リファレンスおよび／または増幅リ
ファレンスを提供する
ためのコンピュータ実行可能な命令群を、さらに格納して有する請求項３０に記載の機械
読取可能媒体。
【請求項３３】
　アップリンク・パイロット・チャネル情報を受信して処理し、前記受信したパイロット
・チャネル情報にしたがって１または複数のパイロット制御動作を実行し、パイロット制
御動作および状態データを送信する
ためのコンピュータ実行可能な命令群を、格納して有する機械読取可能媒体。
【請求項３４】
　閾値データ・レートを超えて送信している場合、前記パイロット・チャネルの電力を上
昇させる
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ためのコンピュータ実行可能な命令群を、さらに格納して有する請求項３３に記載の機械
読取可能媒体。
【請求項３５】
　閾値データ・レート未満で送信している場合、前記パイロット・チャネルの電力を減少
させる
ためのコンピュータ実行可能な命令群を、さらに格納して有する請求項３３に記載の機械
読取可能媒体。
【請求項３６】
　サービス提供していないセルからのパイロット・コマンドを無視する
ためのコンピュータ実行可能な命令群を、さらに格納して有する請求項３３に記載の機械
読取可能媒体。
【請求項３７】
　無線通信システムにおける通信装置であって、
　基地局においてアップリンク・パイロット・チャネル情報を決定し、１または複数の選
択されたパイロット・チャネル制御動作を行うことによって、パイロット最適化を容易に
するために、前記アップリンク・パイロット・チャネル情報を、１または複数の協調する
無線端末へ送信し、前記１または複数の選択されたパイロット・チャネル制御動作にした
がって、前記１または複数の協調する無線端末で実行される電力制御動作のモニタおよび
指示を行うように構成されたプロセッサを備え、
　前記電力制御動作は、前記１または複数の協調する無線端末のパイロット・チャネル状
態および／またはデータ・レートに関連する１または複数の協調する無線端末に対して実
行される通信装置。
【請求項３８】
　前記プロセッサは、１または複数の高められた制御チャネルの電力レベルを、閾電力レ
ベルよりも高い選択された電力レベルへ上昇させるためのシグナルを提供する請求項３７
に記載の通信装置。
【請求項３９】
　前記プロセッサは、前記１または複数の高められた制御チャネルを復号させ、前記１ま
たは複数の高められた制御チャネルをパイロット・リファレンスに変換するために変調信
号をフリップさせるためのシグナルを提供する請求項３７に記載の通信装置。
【請求項４０】
　前記プロセッサは、別の１または複数の制御チャネルを復調するために、前記パイロッ
ト・リファレンスを１または複数の制御チャネルと結合させ、フェーズ・リファレンスお
よび／または増幅リファレンスを提供させるためのシグナルを提供する請求項３８に記載
の通信装置。
【請求項４１】
　無線通信システムにおける通信装置であって、
　基地局からアップリンク・パイロット・チャネル情報を受信し、１または複数の電力制
御動作を制御するために、前記受信したパイロット・チャネル情報を、協調する１または
複数の無線端末において、前記アップリンク・パイロット・チャネル情報の予め定めた関
数にしたがって処理し、パイロット・チャネルの動作状態を表すパイロット・フィードバ
ック・データを前記基地局へ送信するように構成されたプロセッサを備える通信装置。
【請求項４２】
　前記プロセッサは、閾値データ・レートを超えて送信している場合、前記パイロット・
チャネルの電力を上昇させるためのシグナルを提供する請求項４１に記載の通信装置。
【請求項４３】
　前記プロセッサは、閾値データ・レート未満で送信している場合、前記パイロット・チ
ャネルの電力を減少させるためのシグナルを提供する請求項４１に記載の通信装置。
【請求項４４】
　前記プロセッサは、サービス提供していないセルからのパイロット・コマンドを無視さ



(6) JP 2010-517437 A 2010.5.20

10

20

30

40

50

せるためのシグナルを提供する請求項４１に記載の通信装置。
【発明の詳細な説明】
【関連出願に対する相互参照】
【０００１】
　本願は、２００７年１月２２日に出願され、"BOOSTED UPLINK PILOT IN W-CDMA"と題さ
れ、その全体が参照によって本願に組み込まれている米国特許仮出願６０／８８６，０８
５号からの３５Ｕ．Ｓ．Ｃ１９条の下の優先権の利益を主張する。
【技術分野】
【０００２】
　以下の記述は、一般に、無線通信に関し、さらに詳しくは、改善されたアップリンク・
パイロットに関する。
【背景技術】
【０００３】
　無線通信システムは、様々なタイプの通信を提供するために広く展開しており、例えば
、音声および／またはデータは、そのような無線通信システムによって提供されうる。一
般的な無線通信システムまたはネットワークは、１または複数の共有されたリソースへ複
数のユーザ・アクセスを提供することができる。例えば、これらのシステムは、利用可能
なシステム・リソース（例えば帯域幅および送信電力）を共有することにより、複数のユ
ーザとの通信をサポートすることができる多元接続システムでありうる。そのような多元
接続システムの例は、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）システム、時分割多元接続（ＴＤＭ
Ａ）システム、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）システム、および直交周波数分割多元接
続（ＯＦＤＭＡ）システムを含んでいる。
【０００４】
　データのコーレントな復調は一般に、送信リンクによって導入されたフェーズ変化およ
び増幅変化の起源に依存する。通常、送信リンク上のより高いデータ・レートは、良好に
動作するために、より良好なフェーズ・リファレンスおよび増幅リファレンスを必要とす
る。このフェーズ・リファレンスおよび増幅リファレンスは、通常、パイロット・シーケ
ンスまたはチャネルから与えられる。
【０００５】
　例として、Ｗ－ＣＤＭＡのアップリンクを送信する毎秒１６キロ・ビット（Ｋｂ／ｓ）
のデータ・レートは、およそＥｃ／Ｎｔ＝－２０ｄＢの信号対雑音比（ＳＮＲ）を持つパ
イロット・チャネルを必要とするだろう。一方、データ・レートが毎秒１１メガ・ビット
（Ｍｂｉｔ／ｓ）に上昇される場合、パイロットを搬送するチャネル（「専用物理制御チ
ャネル」またはＤＰＣＣＨと称される）の信号対雑音比は、およそＥｃ／Ｎｔ＝－２ｄＢ
でなければならない。このようなより高いＳＮＲは、送信機においてＤＰＣＣＨの送信電
力を高めることにより達成することができる。
【０００６】
　Ｗ－ＣＤＭＡの現在のリリースおよび前のリリースでは、ユーザ機器（ＵＥ）は、送信
データ・レートの増加に適応するためにパイロット・チャネルの送信電力を自律的に変え
ることはできず非効率的であった。Ｗ－ＣＤＭＡシステムおよび他のシステムにおいて考
慮されている将来のリリースにおいて、アップリンク（ＵＬ）においてより高いデータ・
レートを導入することにより、これらの非効率性がより顕著になり、高データ・レートの
通信のためのサポートを妨げている。
【０００７】
　現行では、高速電力制御の内部ループによって発行されるアップ・コマンドおよびダウ
ン・コマンドは、基地局におけるパイロット・ビットに関するＳＮＲ測定に基づく。残念
ながら、Ｗ－ＣＤＭＡの現在のバージョンにおける基地局の現在の構成は、以下を互いに
区別することはできない。ａ）（高データ・レート送信によって）ＵＥによって開始され
たＤＰＣＣＨの送信電力における増加、ｂ）ラジオ・リンクにおける向上（良好な経路損
失、干渉レベルの低減）。何れのシナリオにおいても、システムは、パイロットのＳＮＲ
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が目標ＳＮＲを超えて増加されたことを観察し、ダウン・コマンドを発行する。正しい挙
動は、ラジオ・リンクにおける改善があった場合にのみ基地局がダウン・コマンドを発行
することである。
【０００８】
　さらに、現行では、ＤＰＣＣＨの送信電力が増加した場合において基地局がダウン・コ
マンドを発行すると、基地局は、高データ・レート送信のためのＳＮＲを効率的に低減さ
せるように動作するので、パフォーマンスが低下する。さらに、現行では、ＵＥが高レー
ト・パケットの送信を終了した後、パイロット送信電力における改善効果（例えば、ブー
スト）が取り除かれる。なぜなら、ＵＥが、好ましくないダウン・コマンドを実行すると
、パイロットは、低データ・レート送信が失敗するような低いＳＮＲになるからである。
【０００９】
　前述の記載から、現行の欠点を改善するシステムおよび方法に対するニーズがあること
が認識される。
【発明の概要】
【００１０】
　以下は、１または複数の実施形態の基本的な理解を提供するために、そのような実施形
態の簡略化された概要を示す。この概要は、考慮されるすべての実施形態の広範な概観で
なく、すべての実施形態の重要要素や決定的要素を特定することも、任意またはすべての
実施形態の範囲を線引きすることでもないことが意図される。その唯一の目的は、１また
は複数の実施形態の幾つかの概念を、後に示されるより詳細な記述に対する前置きとして
より簡単な形式で表すことである。
【００１１】
　１または複数の例示的な実施およびその対応する開示によれば、様々な局面が適応アッ
プリンク・パイロット多重化に関連して記述される。様々な実施形態では、パイロット・
チャネルで処理された許可メッセージを管理することによって、アップリンク・パイロッ
トが高速送信のために最適化されうる。
【００１２】
　関連する局面によれば、本明細書では、パイロット効率の向上を容易にする方法が記述
される。この方法は、基地局において、アップリンク・パイロット情報を決定することを
含む。さらに、この方法は、アップリンク・パイロットを容易にするために、１または複
数の協調する無線端末の予め定められた機能にしたがって、アップリンク・パイロット・
チャネル情報を、１または複数の協調する無線端末に送信することを含む。例示的な実施
において、パイロット・チャネル最適化の一部として、パイロット・チャネル・データが
、協調する無線端末によって処理されるように、協調する無線端末間でパイロット・チャ
ネル・データを通信するように動作する基地局が提供される。
【００１３】
　例示的な動作において、典型的な基地局は、パイロット・チャネルをモニタし、その（
信号対雑音比）レベルにおけるジャンプを検出することができる。例示的な動作において
、典型的な基地局は、以前に送信されたタイム・スロットから、選択されたデシベル値以
上の増加を、パイロット・レベルにおいて検出したのであれば、選択された電力制御モー
ドで動作する。例示的に、選択された電力制御モードは、次の時間送信間隔（ＴＴＩ）中
、ＳＮＲ測定値を無視することを含む。
【００１４】
　別の例示的な動作では、典型的な基地局は、パイロット信号に対する典型的なブースト
のレベルを知っている場合、パイロット・ブーストを補償するために、測定されたパイロ
ットＳＮＲを規格化するように動作することができる。例示的な実施において、この規格
化されたＳＮＲは、典型的な電力制御内部ループによって使用されうる。例示的な動作で
は、典型的な基地局は、ブーストしたタイム・スロット中に受信されたパイロットＳＮＲ
を、ブーストしていない時間中に受信されたパイロットＳＮＲと比較することによって、
パイロット・ブーストを推定することができる。この評価の結果は、測定されたＳＮＲを
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規格化するために効率的に使用されうる。
【００１５】
　別の例示的な動作では、典型的な基地局が、ブーストしたパイロットを有する無線送信
の第１のスロットにおける電力制御をディセーブルし、規格化されたＳＮＲが以前のタイ
ム・スロットから変わらないという仮定の下で動作する。例示的に、その後の１または複
数のタイム・スロット中は、典型的な基地局が、連続したタイム・スロット間の相違を用
いて、規格化されたＳＮＲの推定値を更新することができる。規格化されたＳＮＲは、そ
の後、内部ループ電力制御によって使用されうる。
【００１６】
　別の例示的な動作では、典型的な基地局が、例えばＷ－ＣＤＭＡのエンハンスト専用物
理制御チャネル（Ｅ－ＤＰＤＣＨ）のような制御チャネル上で受信された電力またはＳＮ
Ｒを測定することができる。例示的に、典型的な基地局は、無線端末から実質的な電力の
存在を検出すると、パイロットがブーストされるように動作し、選択された電力モード動
作のうちの１または複数を実行する。
【００１７】
　別の典型的な動作では、制御チャネルまたはデータ・チャネルの信号のうち、典型的な
基地局によって信号が検出されると、電力制御は、制御チャネル上で展開されうる。例え
ば、Ｗ－ＣＤＭＡでは、制御チャネルは、エンハンスト専用物理制御チャネル（Ｅ－ＤＰ
ＣＣＨ）であり、データ・チャネルは、エンハンスト専用物理データ・チャネル（Ｅ－Ｄ
ＰＤＣＨ）でありうる。例示的に、制御チャネルのＳＮＲは、典型的な基地局によって推
定され、内部ループ電力制御のために使用される。例示的に、制御チャネルのこの推定さ
れたＳＮＲは、規格化されたパイロットの電力を表すように調節され、電力制御は、調節
されたＳＮＲ推定値を用いて展開されうる。
【００１８】
　別の例示的な動作では、典型的な基地局は、すべてのＴＴＩの開始時において電力制御
をディセーブルし、ユーザ機器（ＵＥ）（例えば、１または複数の協調する無線端末）は
、ブーストしたパイロットを用いて送信することができる。この典型的な基地局は、ＵＥ
が、ブーストしたパイロットを用いていつ送信するのかを効果的に判定することができる
。なぜなら、この典型的な基地局は、１または複数のメッセージ許可およびＤＴＸ制御に
よって、ＵＥ送信にわたった制御を与えることができるからである。例示的に、電力制御
は、この典型的な基地局が制御チャネル（Ｗ－ＣＤＭＡにおけるＥ－ＤＰＣＣＨ）を復号
する場合に再びイネーブルされうる。例示的な動作では、制御チャネルは、ＵＥがパイロ
ットをブーストしているかのみならず、典型的な基地局および１または複数の無線送信機
からどのフォーマットが送信されているかを通信することができる。例示的な動作では、
この典型的な基地局は、パイロットＳＮＲ推定値を規格化するために、制御チャネルの復
号結果を利用することができる。
【００１９】
　別の例示的な実施では、典型的な基地局は、ＵＥがパイロットをブーストさせるように
動作するイベントにおいて、電力制御をディセーブルすることができる。例示的に、この
典型的な基地局は、ＵＥがパイロットをブーストさせるように動作する事例をモニタし、
１または複数のＵＥへ許可メッセージを通信することによって、発生頻度を制限すること
ができる。例示的な実施では、典型的な基地局は、１または複数の無線端末へ、絶対的な
許可メッセージを送信し、１または複数の無線端末（例えば、ＵＥ）は、特定のＴＴＩの
間、ブーストされたパイロットを用いて高データ・レートを送信することが可能となる。
【００２０】
　前述した目的および関連する目的を達成するために、１または複数の例示的な実施は、
後に十分に説明され特許請求の範囲において特に指摘される特徴を備える。以下の記述お
よび添付図面は、１または複数の例示的な実施のある例示的な局面をより詳細に述べる。
しかしながら、これらの局面は、例示的な様々な実施の原理が適用され、かつ説明された
例示的な実施がそのようなすべての局面およびそれらの等価物を含むことが意図されてい
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る様々な方式のうちのほんの幾つかを示しているに過ぎない。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】図１は、本明細書に記載された様々な局面にしたがった無線通信システムを例示
している。
【図２】図２は、本発明のさらなる局面にしたがった無線通信システムを例示している。
【図３Ａ】図３Ａは、本発明の様々な局面にしたがってパイロット・チャネル最適化を容
易にするシステムの典型的かつ限定しない高レベル・ブロック図を例示している。
【図３Ｂ】図３Ｂは、本発明の様々な局面にしたがってアップリンク・パイロット信号が
最適化されるように、複数のユーザ機器からの信号を受信する基地局を例示している。
【図４】図４は、本発明の様々な局面にしたがう限定しないパイロット最適化スキームを
示している。
【図５】図５は、本発明の様々な局面にしたがって無線通信環境内に配置される通信装置
を例示する。
【図６】図６は、本明細書に記載された様々な実施形態にしたがうアップリンク・パイロ
ット最適化のための例示的な高次レベル方法論を示す。
【図７】図７は、本明細書に記載された様々な実施形態にしたがうアップリンク・パイロ
ット最適化のための例示的な高次レベル方法論を示す。
【図８】図８は、複数のセルを含む様々な局面にしたがって実現される通信システムの例
を示す。
【図９】図９は、様々な実施形態にしたがってユーザ機器に関するパイロット最適化に関
連して利用されうるシステムを例示する。
【図１０】図１０は、本発明の様々な局面にしたがう基地局の典型的な限定しないブロッ
ク図を例示する。
【図１１】図１１は、例示的な様々な実施にしたがうアップリンク・パイロット・チャネ
ル割当に関連して利用されうるシステムを例示する。
【図１２】図１２は、例示的な様々な実施にしたがって実現される典型的な無線端末（例
えば、無線端末、モバイル・デバイス、エンド・ノード等）を例示する。
【図１３】図１３は、本明細書で記載された例示的な実施および動作の様々な局面にした
がったアップリンク・パイロット最適化を組み込んだ通信システムの典型的な限定しない
ブロック図を例示する。
【図１４】図１４は、様々な例示的実施にしたがってパイロット最適化をイネーブルする
典型的な限定しない装置を例示する。
【図１５】図１５は、様々な例示的実施にしたがってパイロット最適化を容易にする典型
的な限定しない装置を例示する。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　様々な実施形態が、同一要素を参照するために全体を通じて同一符番が用いられている
図面を参照して説明される。以下の記載では、説明の目的のために、１または複数の実施
形態の完全な理解を提供するために、多くの具体的な詳細が述べられる。しかしながら、
そのような実施形態は、これら具体的な詳細無しで実現されうることが明確である。他の
事例では、周知の構成およびデバイスが、１または複数の実施形態の説明を容易にするた
めに、ブロック図形式で示される。
【００２３】
　さらに、本発明の様々な局面が以下に述べられる。本明細書における教示は、広く様々
な形態で具体化され、本明細書に記載された任意の具体的な構成および／または機能は単
なる代表例であることが明白であるべきである。本明細書に記載の教示に基づいて、当業
者であれば、本明細書で開示された局面は、その他任意の局面と独立して実現され、これ
ら局面の２またはそれ以上が、様々な方式で結合されうることを認識すべきである。例え
ば、本明細書に記載の多くの局面を用いて装置が実現され、および／または、方法が実現
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されうる。さらに、本明細書で述べられた局面の１または複数に加えて、あるいはそれと
は別の他の構成および／または機能を用いて装置および／または方法が実現されうる。例
として、本明細書に記載の方法、デバイス、システム、および装置のうちの多くは、Ｗ－
ＣＤＭＡ通信システムにおいてアップリンク・パイロット信号をブーストする文脈で説明
される。当業者であれば、類似の技術が、他の通信環境にも適合することを認識すべきで
ある。
【００２４】
　本願で使用されるように、用語「構成要素」、「モジュール」、「システム」等は、ハ
ードウェア、ファームウェア、ハードウェアとソフトウェアとの組み合わせ、ソフトウェ
ア、または実行中のソフトウェア、ファームウェア、ミドルウェア、マイクロコード、お
よび／または、これらの任意の組み合わせであるコンピュータ関連エンティティを称する
ことが意図される。例えば、構成要素は、限定される訳ではないが、プロセッサ上で実行
中のプロセス、プロセッサ、オブジェクト、実行形式、実行スレッド、プログラム、およ
び／またはコンピュータでありうる。例示によれば、コンピュータ・デバイス上で実行中
のアプリケーションと、コンピュータ・デバイスとの両方が構成要素になりえる。１また
は複数の構成要素は、プロセスおよび／または実行スレッド内に存在し、構成要素は、１
または複数のコンピュータに局在化されるか、および／または、２またはそれ以上のコン
ピュータに分散されうる。さらに、これらの構成要素は、様々なデータ構造を格納して有
する様々なコンピュータ読取可能媒体から実行可能である。これら構成要素は、例えば１
または複数のデータ（例えば、信号によってローカル・システムや分散システム内の他の
構成要素とインタラクトする１つの構成要素からのデータ、および／または、他のシステ
ムを備えた例えばインターネットのようなネットワークを介して他の構成要素とインタラ
クトする１つの構成要素からのデータ）のパケットを有する信号にしたがって、ローカル
処理および／またはリモート処理によって通信することができる。さらに、本明細書に記
載のシステムの構成要素は、様々な局面、目標、利点等、これらに関して説明されたもの
を達成することを容易にするために、さらなる構成要素によって再構成および／または考
慮され、さらに、当業者によって理解されるように、与えられた図面で説明された正確な
構成に限定されない。
【００２５】
　さらに、本明細書では様々な実施形態が、無線端末またはユーザ機器（ＵＥ）に関連し
て記載される。無線端末またはＵＥはまた、システム、加入者ユニット、加入者局、モバ
イル局、モバイル、モバイル・デバイス、遠隔局、遠隔端末、ＵＥ、ユーザ端末、端末、
無線通信デバイス、ユーザ・エージェント、あるいはユーザ・デバイスとも称されうる。
無線端末またはＵＥは、セルラ電話、コードレス電話、セッション開始プロトコル（ＳＩ
Ｐ）電話、無線ローカル・ループ（ＷＬＬ）局、携帯情報端末（ＰＤＡ）、無線接続機能
を有するハンドヘルド・デバイス、コンピュータ・デバイス、あるいは、無線モデムに接
続されたその他の処理デバイスでありうる。さらに、本明細書では、さまざまな実施形態
が、基地局に関して説明される。基地局は、無線端末と通信するために利用され、アクセ
ス・ポイント、ノードＢ、またはその他幾つかの専門用語で称されうる。
【００２６】
　さらに、本明細書に記載のさまざまな局面または特徴は、標準的なプログラミング技術
および／またはエンジニアリング技術を用いた方法、装置、または製造物品として実現さ
れうる。本明細書で使用される用語「製造物品」は、任意のコンピュータ読取可能デバイ
ス、キャリア、またはメディアからアクセスすることが可能なコンピュータ・プログラム
を含むことが意図される。例えば、コンピュータ読取可能媒体は、限定される訳ではない
が、磁気記憶装置（例えば、ハード・ディスク、フロッピー（登録商標）ディスク、磁気
ストリップ等）、光ディスク（例えば、コンパクト・ディスク（ＣＤ）、ＤＶＤ等）、ス
マート・カード、およびフラッシュ・メモリ・デバイス（例えば、カード、スティック、
キー・ドライブ等）を含みうる。さらに、本明細書に記載されたさまざまな記憶媒体は、
情報を格納するための１または複数のデバイス、および／または、その他の機械読取可能
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媒体を表しうる。さらに、例えばセルラ・ネットワークのようなネットワークにアクセス
する際、あるいは、指定された機能を実行するようにデバイスに命令する際、例えばボイ
ス・メールの送受信に使用されるようなコンピュータ読取可能電子データまたは命令を搬
送するために、搬送波が使用されうることが認識されるべきである。さらに、用語「機械
読取可能媒体」は、限定する訳ではないが、無線チャネルを含むのみならず、命令群およ
び／またはデータを格納、包含および／または伝送することが可能なその他様々な媒体を
含む。もちろん、当業者であれば、多くの修正が、開示された実施形態に対して、本明細
書で説明され特許請求された発明のスコープまたは精神から逸脱することなくなされるこ
とを認識するだろう。
【００２７】
　さらに、用語「典型的な」は、本明細書において、例、事例、または例示となることを
意味するために使用される。本明細書で「典型的」と記載される設計の任意の局面は、必
ずしも、その他の局面または設計よりも好適であるとか有利であると解釈される必要はな
い。そうではなく、これら用語の使用は典型的には、具体的な方式で本概念を示すことが
意図される。本明細書で使用されるように、用語「または」は、排他的な「または」では
なく、包括的な「または」を意味することが意図される。すなわち、もしも特に指定され
ていないか、あるいは、文脈から明らかなように、「ＸはＡまたはＢを適用する」は、通
常、包括的な順序のうちの何れかを意味することが意図されている。すなわち、ＸがＡを
適用するか、ＸがＢを適用するか、ＸがＡとＢとの両方を適用すれば、前述した例のうち
の何れかの下で、「ＸがＡまたはＢを適用する」が満足される。さらに、本明細書および
特許請求の範囲で使用される冠詞「ａ」および「ａｎ」は、一般に、特に指定されていな
いか、あるいは、単数を示すものであることが文脈から明らかではない場合、「１または
複数」を意味すると解釈されるべきである。
【００２８】
　本明細書に記載されるように、「推論する」または「推論」なる用語は、一般に、イベ
ントおよび／またはデータを介してキャプチャされた観察のセットからの、システム、環
境、および／またはユーザに関する推論または推論処理を称する。推測は、特定の文脈ま
たは動作を特定するために適用されるか、あるいは、例えば、状態にわたった確率分布を
生成することができる。推測は、確率論的であり、データおよびイベントの考慮に基づく
当該状態にわたった確率分布の計算である。推測はまた、イベントおよび／またはデータ
のセットから、より高いレベルのイベントを構成するために適用される技術をも称しうる
。そのような推測によって、観察されたイベントが、時間的に近接して相関付けられてい
ようといまいと、観察されたイベントおよびデータが、１または幾つかのイベントおよび
データ・ソースから由来していようといまいと、観察されたイベントおよび／または格納
されたイベント・データのセットから、新たなイベントまたは動作が構築される。
【００２９】
　本明細書に記載の技術は、例えば、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）ネットワーク、時分
割多元接続（ＴＤＭＡ）ネットワーク、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワーク、
直交ＦＤＭＡ（ＯＦＤＭＡ）ネットワーク、単一キャリアＦＤＭＡ（ＳＣ－ＦＤＭＡ）ネ
ットワーク等のような様々な無線通信ネットワークに使用されうる。用語「ネットワーク
」および「システム」は、しばしば置換可能に使用される。ＣＤＭＡネットワークは、例
えばユニバーサル地上ラジオ・アクセス（ＵＴＲＡ）、ｃｄｍａ２０００等のようなラジ
オ技術を実施することができる。ＵＴＲＡは、広帯域ＣＤＭＡ（Ｗ－ＣＤＭＡ）、ＴＤ－
ＳＣＤＭＡ、およびＴＤ－ＣＤＭＡを含んでいる。ｃｄｍａ２０００は、ＩＳ－２０００
規格、ＩＳ－９５規格、およびＩＳ－８５６規格をカバーする。ＴＤＭＡネットワークは
、例えば、グローバル移動体通信システム（ＧＳＭ）のようなラジオ技術を実施すること
ができる。ＯＦＤＭＡネットワークは、例えばエボルブドＵＴＲＡ（Ｅ－ＵＴＲＡ）、Ｉ
ＥＥＥ　８０２．１１、ＩＥＥＥ　８０２．１６、ＩＥＥＥ　８０２．２０、フラッシュ
ＯＦＤＭ（登録商標）等のようなラジオ技術を実施することができる。ＵＴＲＡ、Ｅ－Ｕ
ＴＲＡ、およびＧＳＭは、ユニバーサル・モバイル・テレコミュニケーション・システム
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（ＵＭＴＳ）の一部である。ロング・ターム・エボリューション（ＬＴＥ）は、Ｅ－ＵＴ
ＲＡを使用するＵＭＴＳの最新のリリースである。ＵＴＲＡ、Ｅ－ＵＴＲＡ、ＧＳＭ、Ｕ
ＭＴＳ、およびＬＴＥは、「第３世代パートナシップ計画（３ＧＰＰ）」と命名された組
織からの文書に記載されている。ｃｄｍａ２０００は、「第３世代パートナシップ計画２
」（３ＧＰＰ２）と命名された組織からの文書に記載されている。これら様々なラジオ技
術および規格は、当技術において周知である。明確にするために、上述した技術のある局
面は、ＬＥＴに当てはまるので、以下においてアップリンク・パイロット多重化の文脈で
説明される。その結果、適切である場合、以下の説明の多くでは、３ＧＰＰ用語が使用さ
れうる。
【００３０】
　（パイロット・チャネル・ブースト）　
　本明細書に記載されたシステムおよび方法は、パイロット・チャネル動作を最適化する
ために、および、パイロット・チャネルの電力の制御が欠如して、高データ・レート送信
が無駄になる事象を減らすために、現行の欠点を改めることを目的とする。例示的な実施
では、ＵＥは、パイロットを搬送するチャネルのレベルを自律的に増加（ブースト）させ
る能力が与えられる。例えば、Ｗ－ＣＤＭＡでは、このチャネルは、専用物理制御チャネ
ル（ＤＰＣＣＨ）と呼ばれる。例示的な動作では、ＵＥは、ＵＥがデータ・チャネル上で
使用する送信フォーマットに応じて、すなわち、データ・チャネルのデータ・レートに応
じて、ＤＰＣＣＨの送信電力を増加させることができる。例示的に、データ送信の終了後
、ＵＥは、通常の電力レベルにおける動作を再開するために、ＤＰＣＣＨの電力を、ブー
ストした量減少させるように動作する。
【００３１】
　別の例示的な実施では、例えばＷ－ＣＤＭＡにおけるエンハンスト専用物理制御チャネ
ルのような制御チャネルのレベルが増加（ブースト）されうる。例示的な動作では、まず
Ｅ－ＤＰＣＣＨが復号され、次に、Ｅ－ＤＰＣＣＨをパイロット・リファレンスに変換す
るために、選択されたスキームにしたがって変調シンボルがフリップされる。この例示的
な動作ではその後、Ｅ－ＤＰＣＣＨがＤＰＣＣＨと結合され、例えばＤＰＤＣＨのような
他のチャネルを復号するための改善されたフェーズ・リファレンスおよび増幅リファレン
スが提供される。
【００３２】
　例示的な実施では、伝搬チャネルおよび干渉レベルの変動による受信機におけるパイロ
ット・チャネルＳＮＲの急激な変動を緩和するために、高速電力制御が適用されうる。例
示的に、Ｗ－ＣＤＭＡのアップリンクにおいて現在使用されているような高速電力制御は
一般に、２つのループ、すなわち、内部ループおよび外部ループに依存する。例示的な動
作では、内部ループは、典型的な基地局（例えば、ノードＢ、ＲＮＣ、またはその他のイ
ンフラストラクチャ要素）が、パイロット・ビットのＳＮＲを測定し、測定されたＳＮＲ
を目標ＳＮＲと比較して、この比較に基づいて、測定されたＳＮＲを目標ＳＮＲの近くに
維持できるようにアップ・コマンドまたはダウン・コマンドを１または複数の協調する無
線端末（例えば、ユーザ機器－ＵＥ）へ発行する動作を実行することができる。例示的に
、ＵＥは、アップ・コマンドを受信すると、そのチャネルの電力を、ステップ・サイズ増
加させることができる。例示的に、ＵＥが、協調セルのアクティブ・セット内のセルのう
ちの何れか（例えば、協調する基地局）からダウン・コマンドを受信した場合、チャネル
の電力を、ステップ・サイズ低減させることができる。
【００３３】
　しかしながら、現行では、高速電力制御の内部ループによって発行されるアップ・コマ
ンドおよびダウン・コマンドは、一般に、基地局におけるパイロット・ビットにおけるＳ
ＮＲ測定に基づく。Ｗ－ＣＤＭＡ基地局は、下記ａ）、ｂ）を互いを区別することができ
ない。ａ）ＵＥによって発行されたＤＰＣＣＨの送信電力における増加。なぜなら、ＵＥ
は高データ・レート送信を送るからである。ｂ）ラジオ・リンクにおける改善（良好な経
路損失、干渉レベルの低減、その他）。現行では、基地局は、両ケースにおいて、パイロ
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ットのＳＮＲが目標ＳＮＲよりも増えたことを観察し、ダウン・コマンドを発行する。し
かしながら、望ましい挙動は、基地局が、ケース（ｂ）の場合にのみダウン・コマンドを
発行することであろう。
【００３４】
　ケース（ａ）の場合にダウン・コマンドを発行することによって、基地局は、高データ
・レート送信のためのＳＮＲを低下させ、もって、パフォーマンスを低下させる。さらに
、ＵＥが高レート・パケットを送信し終えた後、パイロット送信電力のブーストが止まる
だろう。それゆえ、ＵＥが望ましくないダウン・コマンドを実行すると、パイロットは、
低いＳＮＲになるので、あらゆる低いデータ・レート送信が失敗しうる。
【００３５】
　現行の内部ループの欠点を克服するために、本明細書に記載のシステムおよび方法は、
典型的な基地局が効率的にパイロットを測定し、そのレベルにおけるジャンプを検出する
無線通信システムを提供する。例示的な動作では、典型的な基地局が、パイロット・レベ
ルにおいて、以前に観察されたタイム・スロットからΔｄＢよりも多く増加したことを検
出すると、典型的な基地局は、ブーストしたパイロットを示すデータを格納する。例示的
な動作では、典型的な基地局が、電力制御ループを従来方式で動作させ、以下の例示的な
動作のうちの１または複数を実行して、可能なブーストしたパイロットを検出し、以下の
例示的な動作によって説明されるようなモードのうちの１つで動作するように電力制御を
切り換える。
【００３６】
　例示的な動作では、典型的な基地局は、パイロット・チャネルをモニタし、その（信号
対雑音比）レベルにおけるジャンプを検出することができる。この例示的な動作では、典
型的な基地局が、パイロット・レベルにおいて、以前に送信されたタイム・スロットから
、選択されたデシベル値を超える増加を検出した場合、典型的な基地局は、選択された電
力制御モードで動作する。例示的に、この選択された電力制御モードは、次の時間送信間
隔（ＴＴＩ）中、ＳＮＲ測定を無視することと、１または複数のＵＥがその平均送信電力
を変えることがないように、１または複数のＵＥへ電力制御コマンドを送信することとを
備える。
【００３７】
　別の例示的な動作では、典型的な基地局が、パイロット信号に対する典型的なブースト
のレベルを知っている場合、このパイロット・ブーストを補償するために、測定されたパ
イロットＳＮＲを規格化するように動作することができる。例示的な実施では、規格化さ
れたＳＮＲはその後、典型的な電力制御内部ループによって使用される。この例示的な動
作では、典型的な基地局は、ブーストしたタイム・スロット中に受信されたパイロットＳ
ＮＲを、ブーストしていない時間中に受信されたパイロットＳＮＲと比較することによっ
てパイロット・ブーストを推定することができる。この推定結果は、測定されたＳＮＲを
規格化するために使用される。
【００３８】
　別の例示的な動作では、典型的な基地局が、ブーストしたパイロットを有する無線送信
の第１のスロットにおける電力制御をディセーブルし、規格化されたＳＮＲが以前のタイ
ム・スロットから変わらないという仮定の下で動作する。例示的に、その後の１または複
数のタイム・スロット中、典型的な基地局は、規格化されたＳＮＲの推定値を更新するた
めに、連続するタイム・スロット間の差分を用いる。規格化されたＳＮＲはその後、内部
ループ電力制御によって使用されうる。
【００３９】
　別の例示的な動作では、典型的な基地局は、エンハンスト専用物理制御チャネル（Ｅ－
ＤＰＤＣＨ）で受信された電力またはＳＮＲを測定する。例示的に、典型的な基地局が１
または複数のＵＥからの実質的な電力が存在すると検知した場合、典型的な基地局は、パ
イロットをブーストすることができ、１または複数の選択された電力モード動作を実行す
ることができる。
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【００４０】
　別の典型的な動作では、典型的な基地局によって、エンハンスト専用物理制御チャネル
（Ｅ－ＤＰＣＣＨ）またはエンハンスト専用物理データ・チャネル（Ｅ－ＤＰＤＣＨ）上
で信号が検出されると、Ｅ－ＤＰＣＣＨで電力制御が行われる。例示的に、Ｅ－ＤＰＣＣ
ＨのＳＮＲは、この典型的な基地局によって推定され、内部ループ電力制御のために使用
される。例示的に、Ｅ－ＤＰＣＣＨの推定されたＳＮＲは、規格化されたＤＰＣＣＨの電
力を表すように調節され、この調節されたＳＮＲ推定を用いて電力制御が行われる。
【００４１】
　別の例示的な動作では、典型的な基地局は、すべてのＴＴＩの開始時において電力制御
をディセーブルし、ユーザ機器（ＵＥ）は、ブーストしたパイロットを用いて送信するこ
とができる。この典型的な基地局は、ＵＥが、ブーストしたパイロットを用いていつ送信
するのかを効果的に判定することができる。なぜなら、この典型的な基地局は、１または
複数のメッセージ許可およびＤＴＸ制御によって、ＵＥ送信を介して制御を与えることが
できるからである。例示的に、電力制御は、この典型的な基地局がＥ－ＤＰＣＣＨを復号
する場合に再びイネーブルされうる。例示的な動作では、Ｅ－ＤＰＣＣＨは、Ｅ－ＤＰＤ
ＣＨにおいてパイロット・ブーストを用いているかのみならず、典型的な基地局からどの
フォーマットが送信されているかを通信することができる。例示的な動作では、典型的な
基地局は、ＤＰＣＣＨパイロットＳＮＲ推定値を規格化するために、Ｅ－ＤＰＣＣＨの結
果を利用することができる。
【００４２】
　別の例示的な実施では、典型的な基地局は、ＵＥがパイロットをブーストさせるように
するイベントにおいて、電力制御をディセーブルすることができる。例示的に、この典型
的な基地局は、ＵＥがパイロットをブーストさせる事例をモニタし、許可メッセージを１
または複数の協調する無線端末へ通信することによって、発生頻度を制限することができ
る。例示的な実施では、典型的な基地局は、１または複数の無線端末へ、絶対的な許可メ
ッセージを送信し、１または複数の無線端末（例えば、ＵＥ）は、特定のＴＴＩの間、ブ
ーストしたパイロットを用いて高データ・レートを送信することが可能となる。
【００４３】
　別の例示的な実施では、ＵＥは、ブーストしたパイロットを送信している場合、サービ
ス提供していないセルからの「ダウン」コマンドを無視することができる。
【００４４】
　例示的な動作では、典型的な基地局が、１または複数の協調する無線端末から受信した
サービス品質（ＱｏＳ）（例えば、ブロック誤り率（ＢＬＥＲ）またはビット誤り率（Ｂ
ＥＲ））を測定する場合、外部ループが、動作を実行し、必要に応じて、所望のＱｏＳを
達成するために、目標ＳＮＲを調節することができる。また、例示的な実施では、パイロ
ットにおけるＳＮＲの測定が、ＵＥによって送信されたチャネルの送信電力を調節するた
めに、ラジオ・リンクの品質における変化を導出するために用いられる。
【００４５】
　Ｗ－ＣＤＭＡのエンハンスト・アップリンク（ＥＵＬ）機能を用いて、データは、一般
に、Ｅ－ＤＰＤＣＨという名のチャネルで送信される。例示的に、パイロット・リファレ
ンスがＤＰＣＣＨ上で搬送され、他のチャネルと同様、Ｅ－ＤＰＤＣＨのコヒーレントな
復調のために使用される。無線システムにおけるアップリンクは、協調するＵＥによって
共有されるリソースである。例示的に、典型的な基地局は、おのおののＵＥによって使用
されるアップリンク・リソースの量を制御することによって、全体的なアップリンク・パ
フォーマンスを最大化する。例示的な実施では、所望のアップリンク・リソース制御を達
成するために、絶対的な許可メッセージが適用されうる。
【００４６】
　例示的に、絶対的な許可メッセージは、その制御下において、１つのＵＥの許可された
レートを直接的に調節するために、基地局スケジューラによってダウンリンクで送信され
たメッセージである。例示的に、この絶対的な許可メッセージは、ともに多重化され、Ｅ
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－ＡＧＣＨという名のダウンリンク・チャネルで送信される複数のフィールドを含む。こ
れらのフィールドは、以下を備えることができる。絶対的な許可値：このフィールドは、
ＵＥが次の送信で使用することが許可された最大ＥＵＬデータ対パイロット比（Ｅ－ＤＰ
ＤＣＨ／ＤＰＣＣＨ）を示す。絶対的許可スコープ：このフィールドは、絶対的な許可の
適用可能性を示す（それは、２つの異なる値、"Ｐｅｒ　ＨＡＲＱ　ｐｒｏｃｅｓｓ”ま
たは“Ａｌｌ　ＨＡＲＱ　ｐｒｏｃｅｓｓｅｓ”をとる。これらは、ＨＡＲＱプロセス・
アクティブ化／非アクティブ化が、１またはすべてのプロセスに影響を与えるかを示す）
。
【００４７】
　典型的な基地局および協調する無線端末によって送られた絶対的な許可メッセージの通
信をもたらす曖昧さに打ち勝つために、ＤＰＤＣＨ対ノミナルＤＰＣＣＨ電力比をもつパ
イロット・ブーストが、新たな絶対的なメッセージ判定基準へ組み合わされる。ここでは
、例示的に、ノミナルＤＰＣＣＨ電力は、ブーストしていないＤＰＣＣＨの電力である。
【００４８】
　例示的に、絶対的な許可メッセージ判定基準は、以下のように計算される。　
　　ｍ＝［（Ｅ－ＤＰＤＣＨ電力）＋（ブーストＤＰＣＣＨ電力）／［ノミナルＤＰＣＣ
Ｈ電力］－１　　　（式１）、　
あるいは、同様に、　
【数１】

【００４９】
ここで、βｅｄおよびβｃは、それぞれＥ－ＤＰＤＣＨおよびＤＰＣＣＨの増幅ゲインで
あり、βｂｃは、ブーストＤＰＣＣＨ対ノミナルＤＰＣＣＨの増幅比である。これらの方
程式は線形および大きさで書かれているが、例えば判定基準における電力のブーストを考
慮するなど、他の方法によっても導出されうることが当業者によって良く理解されるべき
である。例えば、代わりに電力を用いたり、対数領域で計算がなされうる。
【００５０】
　パイロット以外のチャネルの電力がブーストする場合における別の例示的な実施におい
て、別のチャネルについてであるが、新たな絶対的なメッセージ判定基準を計算するため
に同じ手順が使用されうる。Ｅ－ＤＰＣＣＨの電力がブーストし、追加のフェーズおよび
増幅リファレンスとして使用される特定の実施形態では、判定基準は以下のようにして計
算される。　
　　ｍ＝［（Ｅ－ＤＰＤＣＨ電力）＋（ブーストＥ－ＤＰＣＣＨ電力）－（正常Ｅ－ＤＰ
ＣＣＨ電力）］／［ノミナルＤＰＣＣＨ電力］　　　（式３）　
あるいは、同様に、　
【数２】

【００５１】
ここで、βｅｄ、βｃ、およびβｅｃは、それぞれＥ－ＤＰＤＣＨ、ＤＰＣＣＨ、および
Ｅ－ＤＰＣＣＨの増幅ゲインであり、βｂｅｃは、ブーストＥ－ＤＰＣＣＨの増幅ゲイン
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であり、ＡｅｄおよびＡｅｃは、それぞれＥ－ＤＥＤＣＨ対ＤＰＣＣＨおよび非ブースト
Ｅ－ＤＰＣＣＨ対ＤＰＣＣＨの増幅比であり、Ａｂ－ｅｃは、ブーストＥ－ＤＰＣＣＨ対
ＤＰＣＣＨの増幅比であり、Ｂｅｃ＿ｂｏｏｓｔは、Ｅ－ＤＰＣＣＨをブーストさせるこ
とによる増幅増加対ＤＰＣＣＨの増幅比である。
【００５２】
　これらの方程式は線形および大きさで書かれているが、例えば判定基準において電力上
昇を考慮するなど、他の方法によっても導出されうることが当業者によって良く理解され
るべきである。例えば、代わりに電力を用いたり、対数領域で計算がなされうる。
【００５３】
　例示的な動作では、ＤＰＣＣＨ以外のチャネルの電力が、ＤＰＣＣＨの電力に関して設
定されうる。例示的に、ＤＰＣＣＨ電力における１ｄＢの増加によって、他のチャネルの
ための１ｄＢの電力増加になる。例示的な動作では、電力ブーストが適用される場合、Ｕ
Ｅは、ＤＰＣＣＨの電力がブーストされていないノミナルＤＰＣＣＨに関して、ＤＰＣＣ
Ｈ以外のチャネルの電力を設定する。この例示的な動作では、ＤＰＣＣＨ電力は、ＵＥに
よって送信されている他のチャネルの電力に悪影響を与えずに任意にブーストされうる。
また、例示的に、Ｅ－ＤＰＤＣＨの電力が調節され、ノミナルＤＰＣＣＨ電力に関して、
あるいは、ブーストＤＰＣＣＨ電力に関して調節され、指定される。例示的な動作では、
データが、Ｅ－ＤＰＤＣＨにおいて、（例えば、送信時間間隔（ＴＴＩ）のような）固定
時間間隔で、１または複数の協調する無線端末によって送信されうる。
【００５４】
　（パイロット・チャネル最適化）　
　図１に示すように、１つの実施形態にしたがった多元接続無線通信システムが例示され
る。基地局１００（ＢＳ）は、複数のアンテナ・グループを含んでおり、１つが１０４お
よび１０６を含み、別のものが１０８および１１０を含み、さらに別のものが１１２およ
び１１４を含んでいる。図１では、各アンテナ・グループについて２つのアンテナしか示
されていないが、それより多くまたはそれより少ないアンテナが、おのおののアンテナ・
グループのために利用されうる。ユーザ機器１１６（ＵＥ）は、アンテナ１１２およびア
ンテナ１１４と通信しており、アンテナ１１２およびアンテナ１１４は、ダウンリンク１
２０によってＵＥ１１６へ情報を送信し、アップリンク１１８によってＵＥ１１６から情
報を受信する。ＵＥ１２２はアンテナ１０６およびアンテナ１０８と通信しており、アン
テナ１０６および１０８は、ダウンリンク１２６でＵＥ１２２に情報を送信し、アップリ
ンク１２４でＵＥ１２２から情報を受信する。ＦＤＤシステムでは、通信リンク１１８、
１２０、１２４、１２６は、通信のために異なる周波数を使用することができる。例えば
、ダウンリンク１２０は、アップリンク１１８によって使用されるものとは異なる周波数
を使用することができる。
【００５５】
　通信するように設計されたアンテナおよび／または領域の各グループはしばしば、基地
局のセクタと称される。例示的な実施では、アンテナ・グループはおのおの、基地局１０
０によってカバーされる領域のセクタ内のＵＥと通信するように設計される。
【００５６】
　ダウンリンク１２０、１２６による通信では、基地局１００の送信アンテナは、異なる
ＵＥ１１６、１２４のためのダウンリンクの信号対雑音比を改善するために、ビームフォ
ーミングを利用することができる。
【００５７】
　上述するように、基地局は、端末との通信のために使用される固定局であることができ
、また、アクセス・ポイント、ノードＢ、あるいはその他幾つかの用語で称されうる。ユ
ーザ機器（ＵＥ）はまた、アクセス端末、無線通信デバイス、端末、あるいはその他幾つ
かの用語で称されうる。
【００５８】
　図２は、本明細書に記載のシステムおよび方法の１または複数の局面と連携して利用さ
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れる複数の基地局２１０および複数のユーザ機器（ＵＥ）２２０を備えた無線通信システ
ム２００を例示する。必ずしも必要ではないが、基地局は、一般に、端末と通信する固定
局であり、アクセス・ポイント、ノードＢ、あるいはその他幾つかの用語で称されうる。
おのおのの基地局２１０は、２０２ａ、２０２ｂ、２０２ｃとラベルされた３つの地理的
領域に例示するような特定の地理的領域のための通信有効範囲を提供する。用語「セル」
は、その用語が使用される文脈に依存して、基地局および／またはその有効範囲領域を称
することができる。システム容量を改善するために、基地局有効範囲は、（例えば、図２
の有効範囲領域２０２ａにしたがう３つの小さな領域）２０４ａ、２０４ｂ、２０４ｃの
ような複数の小さな領域に分割されうる。おのおのの小さな領域は、それぞれ基地トラン
シーバ・サブシステム（ＢＴＳ）によってサービス提供されうる。用語「セクタ」は、そ
の用語が使用される文脈に依存して、ＢＴＳおよび／またはその有効範囲領域を称するこ
とができる。セクタ化されたセルの場合、そのセルのすべてのセクタのＢＴＳは、一般に
、そのセルの基地局内にともに配置される。本明細書に記載の送信技術は、セクタ化され
ていないセルを備えたシステムと同様、セクタ化されたセルを備えたシステムのためにも
使用されうる。簡略化のために、以下の説明では、用語「基地局」は、セルにサービス提
供する固定局のみならず、セクタにサービス提供する固定局に対しても総称的に使用され
る。
【００５９】
　ユーザ機器２２０は、一般に、システム中にわたって分散され、おのおののＵＥは据置
式または移動式である。ＵＥはまた、モバイル局、端末、ユーザ・デバイス、あるいはそ
の他幾つかの用語で称されうる。ＵＥは、無線デバイス、セルラ電話、携帯情報端末（Ｐ
ＤＡ）、無線モデム・カード等でありうる。おのおのの端末２２０は、与えられた任意の
時間において、ダウンリンクおよびアップリンクで、ゼロ、１、または複数の基地局と通
信することができる。ダウンリンク（すなわち順方向リンク）は、基地局から端末への通
信リンクを称し。アップリンク（すなわち逆方向リンク）は、端末から基地局への通信リ
ンクを称する。
【００６０】
　集中型アーキテクチャの場合、システム・コントローラ２３０は、基地局２１０へ連結
されており、基地局２１０のための調整および制御を提供する。分散型アーキテクチャの
場合、基地局２１０は、必要に応じて互いに通信することができる。ダウンリンクの追加
チャネル（例えば、制御チャネル）は、複数の基地局から１つのＵＥへ送信されうる。ア
ップリンク・データ通信は、図１に関連して上述したように、端末２２０または基地局２
１０において、１または複数のアンテナを経由して、１つのＵＥから１または複数の基地
局へ発生する。
【００６１】
　図３Ａは、本明細書に記載のシステムおよび方法の様々な局面にしたがって、パイロッ
ト・チャネル最適化を容易にするシステムの典型的な限定しない高レベル・ブロック図を
例示する。システム３００Ａは、基地局３０４と無線によって通信可能に接続されたユー
ザ機器３０４を含む。言い換えれば、基地局３０４は、ダウンリンク３１０でＵＥ３０２
に音声サービスおよび／またはデータ・サービスを提供しており、例えばＣＤＭＡまたは
単一キャリア周波数分割多元接続（ＳＣ－ＦＤＭＡ）アップリンクのようなアップリンク
３１２を介してユーザ機器３０２からの通信を受信している。ユーザ機器３０２は、本来
、移動式であり、ＵＥ３０２が別の地理的領域に移ると、基地局３０４から受信する信号
に関連する品質が変わる。ユーザ機器３０２は、パイロット・フィードバック・メカニズ
ム３０６を含む。これは、他の機能のなかでもチャネル条件推定をイネーブルするために
、本明細書で記述されたスキームにしたがってパイロット信号を効果的にモニタする基地
局３０４に位置するパイロット制御メカニズム３０８によって提供される命令群に応答し
て、ユーザ機器の１または複数の電力制御動作を制御することに応答する。さらに、ＵＥ
３０２および／または基地局３０４は、他の機能のなかでもとりわけ、パイロット割当ス
キームを適応して決定するために使用される関連情報またはデータの通信を容易にするそ
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の他の補助的な構成要素を含むことが認識されるべきである。
【００６２】
　図３Ｂは、本明細書で説明したシステムおよび方法の様々な局面にしたがってアップリ
ンク・パイロット信号がモニタされるように、複数のＵＥ３０２から信号を受信する基地
局３０４を例示する。基地局３０４は、複数（１からＺ、ただしＺは整数）のＵＥ３０２
から信号を受信しているものとして示されている。
【００６３】
　以下の記述は、ＵＭＴＳの文脈で、ネットワーク（例えば、基地局３０４および／また
はシステム・コントローラ２３０）と無線端末（例えば、ＵＥ３０２またはＵＥ２２０）
との間のシグナリングに関するさらなる背景情報を提供する。局面では、論理チャネルが
、制御チャネルおよびトラフィック・チャネルに分類される。論理制御チャネルは、シス
テム制御情報をブロードキャストするためのダウンリンク（ＤＬ）チャネルであるブロー
ドキャスト制御チャネル（ＢＣＣＨ）と、ページング情報を転送するダウンリンク・チャ
ネルであるページング制御チャネル（ＰＣＣＨ）と、１または幾つかのマルチキャスト・
トラフィック・チャネル（ＭＴＣＨ）のための制御情報と、マルチメディア・ブロードキ
ャストおよびマルチキャスト・サービス（ＭＢＭＳ）とを送信するために使用されるポイ
ント・トゥ・マルチポイント・ダウンリンク・チャネルであるマルチキャスト制御チャネ
ル（ＭＣＣＨ）とを備える。一般に、ラジオ・リソース制御（ＲＲＣ）接続を確立した後
、このチャネルは、ＭＢＭＳを受信するＵＥ３０２によってのみ使用される。専用制御チ
ャネル（ＤＣＣＨ）は、専用制御情報を送信するポイント・トゥ・ポイント双方向チャネ
ルであり、ＲＲＣ接続を有するＵＥ３０２によって使用される。さらなる局面では、論理
トラフィック・チャネルは、ポイント・トゥ・ポイント双方向チャネルでありユーザ情報
の転送のために１つのＵＥに専用の専用トラフィック・チャネル（ＤＴＣＨ）を備える。
また、トラフィック・データを送信するポイント・トゥ・マルチポイント・ダウンリンク
のためのＭＴＣＨを備える。
【００６４】
　さらなる局面では、輸送チャネルが、ダウンリンクとアップリンクに分類される。ダウ
ンリンク輸送チャネルは、専用チャネル（ＤＣＨ）、ブロードキャスト・チャネル（ＢＣ
Ｈ）、フォワード・アクセス・チャネル（ＦＡＣＨ）、高速ダウンリンク共有チャネル（
ＨＳ－ＤＳＣＨ）、および、セル全体にブロードキャストされ、他の制御／トラフィック
・チャネルのために使用されるＰＨＹリソースへマップされたページング・チャネル（Ｐ
ＣＨ）を備えるアップリンク輸送チャネルは、専用チャンネル（ＤＣＨ）、エンハンスト
専用チャンネル（Ｅ－ＤＣＨ）、およびランダム・アクセス・チャネル（ＲＡＣＨ）を備
える。ＰＨＹチャネルは、ＤＬチャネルおよびＵＬチャネルからなるセットを備える。
【００６５】
　本発明の特定の限定しない実施形態の記述のために、以下の名称が使用される。当業者
であれば、開示した発明の精神から逸脱することなく様々な修正がなされうることを認識
するだろう。したがって、本明細書の記載は、特許請求の範囲のスコープを維持しながら
実現される多くの実施形態のうちのほんの１つであることが理解されるべきである。ＨＳ
－ＤＳＣＨは、高速ダウンリンク共有チャネルであり、ＣＰＩＣＨは、共通パイロット・
チャネルであり、スロットは、０．６６６ミリ秒（ｍｓ）の時間持続である。
【００６６】
　図４は、典型的な限定しないパイロット最適化の例示的な実施を示す。図示するように
、無線通信システム４００は、ユーザ機器４０２および基地局４０４を備える。これらは
、通信チャネル４１２、４１０（例えば、パイロット・チャネル）を介してデータおよび
動作信号を通信することができる。例示的な動作では、基地局パイロット制御メカニズム
４０８は、ユーザ機器４０２においてパイロット・チャネル条件をモニタする。これによ
って、１または複数の電力条件信号（図示せず）が、１または複数の選択された条件（例
えば、高データ・レート）にしたがってユーザ機器４０２のパイロット・チャネルの電力
を制御する（例えば、パイロット・ブーストを実行する）ユーザ機器電力制御メカニズム
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４０６へ提供されうる。電力制御は、本明細書に記載された（すなわち、「パイロット・
ブースト」セクションで記載されたような）例示される動作のうちの１または複数にした
がって実行されうる。
【００６７】
　図５に示すように、無線通信環境内で適用される通信装置５００が例示される。この装
置５００は、基地局３０４あるいはその一部、または、ユーザ機器３０２あるいはその一
部（例えば、プロセッサに接続されたセキュア・デジタル（ＳＤ）カード）でありうる。
装置５００は、信号処理、通信のスケジューリング、測定ギャップの要求等に関する様々
な命令群を保持するメモリ５０２を含みうる。例えば、装置５００が、図１１、１２およ
び１５に関して以下に述べるようなユーザ機器である場合、メモリ５０２は、特定の基地
局に関するアップリンク・チャネルおよび／またはダウンリンク・チャネルにおける信号
の品質を分析するための命令群を含みうる。さらに、メモリ５０２は、パイロット・チャ
ネル最適化のための命令群を備えることができる。その目的のために、メモリ５０２は、
予め定められたスキームにしたがったパイロット・チャネル最適化を容易にするために、
本明細書に記載のシステムおよび方法の様々な局面にしたがって、基地局３０４からアッ
プリンク・パイロット・チャネル・データを受信し、それを処理するための命令群を備え
うる。さらに、メモリ５０２は、最適化されたパイロット・チャネルの送信を容易にする
ための命令群を備えうる。上記命令群の例およびその他適切な命令群は、メモリ５０２内
に保持されうる。そして、プロセッサ５０４は、（例えば、アクティブなストリームの数
、周波数開始位置等に依存して）これら命令群を実行することに関連して利用されうる。
【００６８】
　また、上述したように、装置５００は、図９、１０および１４に関連して以下に記載す
るような基地局および／またはその一部でありうる。一例として、メモリ５０２は、装置
５００によってサービス提供されているユーザ機器が、他の技術および／または周波数に
関する測定を行っていることを示す表示を受信するための命令群を含みうる。メモリ５０
２はさらに、本明細書に記載のシステムおよび方法の様々な局面にしたがって、予め定め
られたスキームにしたがって、ＵＥ３０２における１または複数の電力制御動作の実行を
容易にするために、アップリンク・パイロット・チャネル・データを決定し、それを送信
するための命令群を含みうる。その目的のために、メモリ５０２はさらに、最適化された
パイロット・チャネルの受信を容易にするための命令群を含みうる。プロセッサ５０４は
、メモリ５０２内に保持された命令群を実行するために使用されうる。幾つかの例が提供
されたが、（例えば、図６、７のような）方法論の形態で記述される命令群が、メモリ５
０２内部に含まれ、プロセッサ５０４によって実行されることが理解される。
【００６９】
　図６および図７に示すように、様々な例示的な実施にしたがってパイロット・チャネル
電力条件を最適化するための特定の高レベルな方法論が例示される。説明を単純にするた
めに、これら方法論は一連の動作として示され説明されているが、これら方法論は、この
動作順に限定されず、幾つかの動作が、本明細書で示され説明されたものとは異なる順序
でなされたり、および／または、他の動作と同時になされうることが理解され認識される
べきである。例えば、当業者であれば、方法論は、例えば状態図のような一連の相互関連
する状態またはイベントとして表すこともできることを理解し認識するだろう。さらに、
１または複数の実施形態にしたがって方法論を実施するために、必ずしも例示されたすべ
ての動作が利用される訳ではない。
【００７０】
　図６は、本明細書に記載されたパイロット最適化スキームに関するアップリンク・パイ
ロット最適化を容易にする１つの特定の高レベルな方法論６００を例示する。６０４では
、パイロット・チャネルの電力の予め定められた関数にしたがって、パイロット最適化ス
キームを容易にするために、必要なアップリンク・チャネル情報が、基地局３０４または
その一部によって決定される。６０６では、１または複数のＵＥ３０２からのそれぞれの
アップリンク・パイロット・チャネル情報が、このパイロット・チャネル条件および／ま
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たは状態に関連する予め定められた関数にしたがって、ＵＥ３０２パイロット最適化を容
易にする。６０８では、ＵＥ３０２が、予め定められた機能およびそれぞれのアップリン
ク・パイロット・チャネル情報にしたがって、基地局３０４またはその一部からパイロッ
ト最適化コマンドを受信し、それを処理する。
【００７１】
　図７は、本明細書に記載されたパイロット最適化スキームに関してアップリンク・パイ
ロット最適化を容易にするための１つの特定の高レベルな方法論７００を例示する。７０
４において、基地局３０４あるいはその一部からそれぞれのアップリンク・パイロット・
チャネルを受信すると、ＵＥ３０２あるいはその一部は、７０６において、アップリンク
・パイロット・チャネル情報の予め定めた関数にしたがって、パイロット・チャネルの電
力を制御する。７０６では、ＵＥ３０２あるいはその一部は、電力制御されたパイロット
を送信する。
【００７２】
　図８は、セルＩ　８０２およびセルＭ　８０４といった複数のセルを含む様々な局面に
したがって実現される通信システム８００の一例を示す。近隣セル８０２、８０４は、セ
ル境界領域８６８に示すように、僅かにオーバラップしており、おのおのが２つの隣接セ
ル間で共有される近隣セル境界領域内にある基地局によって送信される信号間で信号干渉
が生じる可能性があることに着目されたい。
【００７３】
　セクタ境界領域は、近隣セクタにある基地局によって送信された信号間での信号干渉が
生じる可能性がある。ライン８１６は、セクタＩ　８１０とセクタＩＩ　８１２との間の
セクタ境界領域を表し、ライン８１８は、セクタＩＩ　８１２とセクタＩＩＩ　８１４と
の間のセクタ境界領域を表し、ライン８２０は、セクタＩＩＩ　８１４とセクタＩ　８１
０との間のセクタ境界領域を表す。同様に、セルＭ　８０４は、第１のセクタであるセク
タＩ　８２２、第２のセクタであるセクタＩＩ　８２４、および第３のセクタであるセク
タＩＩＩ　８２６を含んでいる。ライン８２８は、セクタＩ　８２２とセクタＩＩ　８２
４との間のセクタ境界領域を表し、ライン８３０は、セクタＩＩ　８２４とセクタＩＩＩ
Ｉ　８２６との間のセクタ境界領域を表し、ライン８３２は、セクタＩＩＩ　８２６とセ
クタＩ　８２２との間のセクタ境界領域を表す。セルＩ　８０２は、基地局（ＢＳ）であ
る基地局Ｉ　８０６と、セクタ８１０、８１２、８１４のおのおのにおける複数のエンド
・ノード（ＥＮ）（例えば、無線端末）を含んでいる。セクタＩ　８１０は、無線リンク
８４０、８４２それぞれを介してＢＳ８０６に接続されたＥＮ（１）８３６とＥＮ（Ｘ）
８３８とを含む。セクタＩＩ　８１２は、無線リンク８４８、８５０それぞれを介してＢ
Ｓ８０６に接続されたＥＮ（１’）８４４とＥＮ（Ｘ’）８４６とを含む。セクタＩＩＩ
　８１４は、無線リンク８５６、８５８それぞれを介してＢＳ８０６に接続されたＥＮ（
１’’）８５２とＥＮ（Ｘ’’）８５４とを含む。同様に、セルＭ　８０４は、基地局Ｍ
　８０８と、セクタ８２２、８２４、８２６のおのおのにおける複数のエンド・ノード（
ＥＮ）を含んでいる。セクタＩ　８２２は、無線リンク８４０’、８４２’それぞれを経
由してＢＳ　Ｍ　８０８に接続されたＥＮ（１）８３６’およびＥＮ（Ｘ）８３８’を含
む。セクタＩＩ　８２４は、無線リンク８４８’、８５０’それぞれを経由してＢＳ　Ｍ
　８０８に接続されたＥＮ（１’）８４４’、ＥＮ（Ｘ’）８４６’を含む。セクタＩＩ
Ｉ　８２６は、無線リンク８５６’、８５８’それぞれを経由してＢＳ　８０８に接続さ
れたＥＮ（１’’）８５２’、ＥＮ（Ｘ’’）８５４’を含む。
【００７４】
　システム８００はまた、ネットワーク・リンク８６２、８６４それぞれを経由してＢＳ
　Ｉ　８０６およびＢＳ　Ｍ　８０８に接続されたネットワーク・ノード８６０を含む。
ネットワーク・ノード８６０はまた、ネットワーク・リンク８６６を経由して、例えば他
の基地局、ＡＡＡサーバ・ノード、中間ノード、ルータ等のようなその他のネットワーク
・ノードおよびインターネットにも接続される。ネットワーク・リンク８６２、８６４、
８６６は、例えば光ファイバ・ケーブルでありうる。例えばＥＮ（１）８３６のような各
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エンド・ノードは、受信機のみならず送信機をも含む無線端末でありうる。例えばＥＮ（
１）８３６のような無線端末は、システム８００中を移動することができ、無線リンクを
経由して、ＥＮが現在位置しているセル内の基地局と通信することができる。例えばＥＮ
（１）８３６のような無線端末は、例えばＢＳ８０６のような基地局および／またはネッ
トワーク・ノード８６０を経由して、例えばシステム８００内あるいはシステム８００外
の他のＷＴのようなピア・ノードと通信することができる。例えば、ＥＮ（１）８３６の
ようなＷＴは、セル電話、無線モデムを備えた情報携帯端末等のようなモバイル通信デバ
イスでありうる。それぞれの基地局またはそれらの一部は、パイロット・アップリンク・
チャネル情報の決定および送信を実行することができる。さらに、それぞれの基地局また
はそれらの一部は、本明細書で提供された様々な局面にしたがってアップリンク・パイロ
ット・デマルチプレクスを実行することができる。無線端末またはそれらの一部は、本明
細書で提供された様々な局面にしたがった多くのアクティブ・ストリームの予め定められ
た関数にしたがって、一度にパイロット・チャネル帯域幅および周波数位置をＳＢ４０２
毎に変えることによってパイロットの適応的な多重化を容易にするために、提供されたそ
れぞれのアップリンク・パイロット・チャネル情報を用いうる。さらに、無線端末および
それらの一部は、多重化されたパイロットをそれぞれの基地局へ送信することができる。
【００７５】
　図９は、ユーザ機器に関する適応アップリンク・パイロット多重化スキームに関連して
利用されるシステムを例示する。システム９００は、１または複数の受信アンテナ９０６
を経由して１または複数のユーザ・デバイス９０４から信号を受信し、複数の送信アンテ
ナ９０８を介して１または複数のユーザ・デバイス９０４へ送る受信機９１０を備えうる
。一例において、受信アンテナ９０６および送信アンテナ９０８は、１セットのアンテナ
を用いて実現されうる。受信機９１０は、受信アンテナ９０６から情報を受信し、受信し
た情報を復調する復調器９１２と動作可能に関連している。受信機９１０は、当業者によ
って認識されるように、例えば、レーキ受信機（例えば、複数のベースバンド相関を用い
てマルチ・パス信号成分を個別に処理する技術、等）。ＭＭＳＥベース受信機、あるいは
、割り当てられたユーザ・デバイスを分けるその他幾つかの適切な受信機でありうる。例
えば、（例えば、受信アンテナについて１つの）複数の受信機が適用され、そのような受
信機が、互いに通信して、改善されたユーザ・データ推定値を提供する。復調されたシン
ボルは、図１１に関して後述するようなプロセッサ１１０６に類似しメモリ９１６に接続
されたプロセッサ９１４によって分析される。メモリ９１６は、ユーザ・デバイス割当、
関連するルックアップ・テーブル等に関する情報を格納する。おのおののアンテナの受信
機出力は、受信機９１０および／またはプロセッサ９１４によって共同して処理されうる
。変調器９１８は、送信アンテナ９０８を介して送信機９２０によってユーザ・デバイス
９０４へ送信される信号を多重化する。
【００７６】
　図１０は、本発明の様々な局面にしたがった基地局１０００の一例を例示する。基地局
１０００あるいはそれらの一部は、本明細書に記載のシステムおよび方法の様々な局面を
実施する。例えば、基地局１０００は、関連するユーザ機器において、適応パイロット多
重化を容易にするために、次の送信のためのパイロット・アップリンク・チャネル情報を
決定することができる。基地局１０００は、図８のシステム８００の基地局８０６、８０
８のうちの任意の１つとして使用されうる。基地局１０００は、様々な要素１００２、１
００４、１００６、１００８、１０１０がデータおよび情報を交換するバス１００９に共
に接続された受信機１００２、送信機１００４、例えばＣＰＵのようなプロセッサ１００
６、入力／出力インタフェース１００８、メモリ１０１０を含む。
【００７７】
　１または複数の受信アンテナを備えうる受信機１００２に接続されたセクタ化アンテナ
１００３は、基地局のセル内のおのおののセクタからの無線端末送信から、データや例え
ばチャネル・レポートのようなその他の信号を受信するために使用される。送信機１００
４に接続されたセクタ化アンテナ１００５は、基地局のセルのおのおののセクタ内の無線
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端末１２００（図１２参照）へ、データおよび例えば制御信号、パイロット信号、ビーコ
ン信号等のようなその他の信号を送信するために使用される。様々な局面において、基地
局１０００は、例えばおのおののセクタ用の個々の受信機１００２、およびおのおののセ
クタ用の個々の送信機１００４のように、複数の受信機１００２と複数の送信機１００４
とを用いる。上述したように、様々な変形が可能であることが認識されるべきである。例
えば、ＳＵ－ＭＩＭＯシステムでは、基地局およびユーザ機器において、複数の送信アン
テナおよび受信アンテナ等が使用されうる。同様に、ＳＤＭＡシステムの場合、複数のユ
ーザが、複数の送信アンテナ、受信アンテナ、および受信機を有する基地局からの信号を
送受信することができる。プロセッサ１００６は、例えば汎用中央処理装置（ＣＰＵ）で
ありうる。プロセッサ１００６は、メモリ１０１０に格納された１または複数のルーチン
１０１８の指示の下、基地局１０００の動作を制御し、方法を実施する。Ｉ／Ｏインタフ
ェース１００８は、他のネットワーク・ノードへの接続を提供し、ＢＳ１０００を他の基
地局、アクセス・ルータ、ＡＡＡサーバ・ノード等や、他のネットワーク、およびインタ
ーネットへ接続する。メモリ１０１０は、ルーチン１０１８およびデータ／情報１０２０
を含む。
【００７８】
　データ／情報１０２０は、データ１０３６、ダウンリンク・ストリップ・シンボル時間
情報１０４０とダウンリンク・トーン情報１０４２とを含むトーン・サブセット割当シー
ケンス情報１０３８、ＷＴ　１情報１０４６およびＷＴ　Ｎ情報１０６０からなるＷＴ情
報の複数のセットを含む無線端末（ＷＴ）データ／情報１０４４を含む。例えばＷＴ　１
情報１０４６のようなＷＴ情報のおのおののセットは、データ１０４８、端末ＩＤ１０５
０、セクタＩＤ１０５２、アップリンク・チャネル情報１０５４、ダウンリンク・チャネ
ル情報１０５６、およびモード情報１０５８を含む。
【００７９】
　ルーチン１０１８は、通信ルーチン１０２２および基地局制御ルーチン１０２４を含む
。基地局制御ルーチン１０２４は、ストリップ・シンボル期間のためのトーン・サブセッ
ト割当ルーチン１０３０、残りのシンボル期間のためのその他のダウンリンク・トーン割
当ホッピング・ルーチン１０３２、およびビーコン・ルーチン１０３４を含むシグナリン
グ・ルーチン１０２８と、スケジューラ・モジュール１０２６とを含む。
【００８０】
　データ１０３６は、ＷＴへの送信前の符号化のために送信機１００４のエンコーダ１０
１４へ送られる送信用データと、受信にしたがって受信機１００２のデコーダ１０１２に
よって処理されたＷＴからの受信データとを含む。ダウンリンク・ストリップ・シンボル
時間情報１０４０は、例えばスーパスロット構造情報、ビーコンスロット構造情報、およ
びウルトラ・スロット構造情報のようなフレーム同期構造情報と、与えられたシンボル期
間がストリップ・シンボル期間であるかを指定し、もしもそうであれば、ストリップ・シ
ンボル期間のインデクスであり、さらに、このストリップ・シンボルが基地局によって使
用されるトーン・サブセット割当シーケンスを切り詰めるリセット・ポイントであるかを
指定する情報とを含む。ダウンリンク・トーン情報１０４２は、基地局１０００に割り当
てられたキャリア周波数と、トーンの数および周波数と、ストリップ・シンボル期間に割
り当てられるトーン・サブセットのセットと、例えばスロープ、スロープ・インデクス、
およびセクタ・タイプのようにその他のセルおよびセクタに特有の値とを含む。
【００８１】
　データ１０４８は、ＷＴ１　１２００がピア・ノードから受信したデータ、ＷＴ１　１
２００がピア・ノードへ送信されることを望むデータ、および、チャネル品質レポート・
フィードバック情報を含む。端末ＩＤ　１０５０は、基地局１０００に割り当てられたＩ
Ｄであり、ＷＴ１　１２００を識別する。セクタＩＤ　１０５２は、ＷＴ１　１２００が
動作しているセクタを識別する情報を含む。セクタＩＤ　１０５２は、例えば、セクタ・
タイプを判定するために使用されうる。アップリンク・チャネル情報１０５４は、例えば
、データのためのアップリンク・トラフィック・チャネル・セグメント、要求のための専
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用アップリンク制御チャネル、電力制御、タイミング制御、アクティブ・ストリームの数
等のように、ＷＴ１　１２００が使用するためにスケジューラ１０２６によって割り当て
られたチャネル・セグメントを識別する情報を含む。ＷＴ１　１２００に割り当てられた
おのおののアップリンク・チャネルは、１または複数の論理トーンを含む。おのおのの論
理トーンは、本発明の様々な局面にしたがうアップリンク・ホッピング・シーケンスにし
たがう。ダウンリンク・チャネル情報１０５６は、例えばユーザ・データのためのダウン
リンク・トラフィック制御セグメントのようなデータおよび／または情報をＷＴ１　１２
００へ搬送するために、スケジューラ１０２６によって割り当てられたチャネル・セグメ
ントを識別する情報を含む。ＷＴ１　１２００に割り当てられたおのおののダウンリンク
・チャネルは、おのおのダウンリンク・ホッピング・シーケンスにしたがう１または複数
の論理トーンを含む。モード情報１０５８は、例えばスリープ、ホールド、オン等のよう
なＷＴ１　１２００の動作状態を識別する情報を含む。
【００８２】
　通信ルーチン１０２２は、様々な通信動作の実行、および様々な通信プロトコルの実施
を行う基地局１０００を制御する。基地局制御ルーチン１０２４は、例えば信号生成、受
信、およびスケジューリングのような基本的な基地局機能タスクの実行、および、ストリ
ップ・シンボル期間中にトーン・サブセット割当シーケンスを用いて信号を無線端末へ送
信することを含む幾つかの局面の方法ステップの実施を行う基地局１０００を制御するた
めに使用される。
【００８３】
　シグナリング・ルーチン１０２８は、デコーダ１０１２を備えた受信機１００２、およ
び、エンコーダ１０１４を備えた送信機１００４の動作を制御する。シグナリング・ルー
チン１０２８は、送信されるデータ１０３６および制御情報の生成を制御することを担当
する。トーン・サブセット割当ルーチン１０３０は、本局面の方法を用いて、および、ダ
ウンリンク・ストリップ・シンボル時間情報１０４０およびセクタＩＤ１０５２を含むデ
ータ／情報１０２０を用いて、ストリップ・シンボル期間において使用されるトーン・サ
ブセットを構築する。ダウンリンク・トーン・サブセット割当シーケンスは、セル内のお
のおののセクタ・タイプで、および、隣接セルで異なるであろう。ＷＴ１２００は、ダウ
ンリンク・トーン・サブセット割当シーケンスにしたがって、ストリップ・シンボル期間
において信号を受信し、基地局１０００は、送信される信号を生成するために、同一のダ
ウンリンク・トーン・サブセット割当シーケンスを用いる。その他のダウンリンク・トー
ン割当ホッピング・ルーチン１０３２は、ストリップ・シンボル期間以外のシンボル期間
のために、ダウンリンク・トーン情報１０４２およびダウンリンク・チャネル情報１０５
６を含む情報を用いて、ダウンリンク・トーン・ホッピング・シーケンスを構築する。ダ
ウンリンク・データ・トーン・ホッピング・シーケンスは、セルのセクタにわたって同期
化される。ビーコン・ルーチン１０３４は、例えばダウンリンク信号のフレーム・タイミ
ング構造を同期化するために、例えば、１または少数のトーンに集中された比較的高い電
力信号のシグナルのように、同期化目的のために使用されるビーコン信号の送信、つまり
、ウルトラ・スロット境界に関するトーン・サブセット割当シーケンスを制御する。
【００８４】
　図１１は、本明細書に記載されるようなパイロット最適化スキームに関連して利用され
うるシステム１１００を例示する。システム１１００は、例えば１または複数の受信アン
テナからの信号の受信、受信した信号に対する一般的な動作（例えば、フィルタ、増幅、
ダウンコンバート等）、これら調整された信号のデジタル化、ならびに、サンプルの取得
を行う受信機１１０２を備える。パイロット制御メカニズム１１０４は、チャネル推定の
ために、受信したパイロット・シンボルをプロセッサ１１０６へ提供する。
【００８５】
　プロセッサ１１０６は、受信機構成要素１１０２によって受信された情報の分析、およ
び／または、送信機１１１４による送信のための情報の生成に特化されたプロセッサであ
りうる。プロセッサ１１０６は、システム１１００の１または複数の部分を制御するプロ
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セッサ、および／または、受信機１１０２によって受信された情報の分析、送信機１１１
４によって送信される情報の生成、システム１１００のうちの１または複数の部分の制御
を行うプロセッサでありうる。システム１１００は、１または複数の技術および／または
周波数に関する測定の実行前、実行中、および／または実行後に、ユーザ機器のパフォー
マンスを最適化することができる。最適化構成要素１１０８は、プロセッサ１１０６に組
み込まれうる。最適化構成要素１１０８は、要求する測定ギャップに関連してユーティリ
ィ・ベースの分析を実行する最適化コードを含みうることが認識されるべきである。この
最適化コードは、推論実行に関連する人工知能ベースの方法、および／または、スキーム
の符号化および復号に関連する確率論的判定および／または統計ベースの判定を利用しう
る。
【００８６】
　システム（ユーザ機器）１１００はさらに、動作可能にプロセッサ１１０６に接続され
例えば測定ギャップ情報、スケジューリング情報等のような情報を格納するメモリ１１１
０を備えうる。これらの情報は、要求する測定ギャップを割り当てることと、測定ギャッ
プ中に測定を実行することとに関連して適用されうる。メモリ１１１０はさらに、ルック
アップ・テーブル等を生成することに関連するプロトコルを格納し、これによって、シス
テム１１００は、システム容量を高めるために、格納されたプロトコルおよび／またはア
ルゴリズムを適用することができる。本明細書に記載されたデータ・ストア（例えば、メ
モリ）構成要素は、揮発性メモリまたは不揮発性メモリの何れかであるか、あるいは、揮
発性メモリと不揮発性メモリとの両方でありうることが認識されるだろう。限定ではなく
例示によって、不揮発性メモリは、読取専用メモリ（ＲＯＭ）、プログラマブルＲＯＭ（
ＰＲＯＭ）、電子的プロラマブルＲＯＭ（ＥＰＲＯＭ）、電子的消去可能ＲＯＭ（ＥＥＰ
ＲＯＭ）、またはフラッシュ・メモリを含みうる。揮発性メモリは、外部キャッシュ・メ
モリとして動作するランダム・アクセス・メモリ（ＲＡＭ）を含みうる。限定ではなく例
示によって、ＲＡＭは、例えばシンクロナスＲＡＭ（ＳＲＡＭ）、ダイナミックＲＡＭ（
ＤＲＡＭ）、シンクロナスＤＲＡＭ（ＳＤＲＡＭ）、ダブル・データ・レートＳＤＲＡＭ
（ＤＤＲ　ＳＤＲＡＭ）、エンハンストＳＤＲＡＭ（ＥＳＤＲＡＭ）、シンクリンクＤＲ
ＡＭ（ＳＬＤＲＡＭ）、およびダイレクト・ラムバスＲＡＭ（ＤＲＲＡＭ）のような多く
の形態で利用可能である。メモリ１１１０は、限定される訳ではないが、これらのタイプ
のメモリ、あるいはその他任意の適切なタイプのメモリを備えることが意図される。プロ
セッサ１１０６は、シンボル・パイロット・フィードバック・メカニズム１１１２と、変
調された信号を送信する送信機１１１４とに接続される。
【００８７】
　図１２は、無線端末（例えば、図８のシステム８００のＥＮ（１）８３６）のうちの任
意の１つとして使用されうる典型的な無線端末（例えば、エンド・ノード、モバイル・デ
バイス等）１２００を例示する。無線端末１２００は、様々な要素１２０２、１２０４、
１２０６、１２０８がデータおよび情報を交換することができるバス１２１０によって共
に接続された、デコーダ１２１２を含む受信機１２０２と、エンコーダ１２１４を含む送
信機１２０４と、プロセッサ１２０６と、メモリ１２０８とを含む。基地局からの信号を
受信するために使用されるアンテナ１２０３が、受信機１２０２に接続される。例えば基
地局へ信号を送信するために使用されるアンテナ１２０５が、送信機１２０４に接続され
る。上述したように、様々な変形が可能であることが認識されるべきである。例えば、Ｓ
Ｕ－ＭＩＭＯシステムでは、基地局およびユーザ機器において、複数の送信アンテナおよ
び受信アンテナが使用されうる。同様に、ＳＤＭＡシステムの場合、複数のユーザが、複
数の送信アンテナおよび受信アンテナを有する基地局から信号を送信および受信等するこ
とができる。
【００８８】
　例えばＣＰＵのようなプロセッサ１２０６が無線端末１２００の動作を制御する。そし
て、メモリ１２０８内のルーチン１２２０を実行し、データ／情報１２２２を用いること
によって方法を実施する。
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【００８９】
　データ／情報１２２２は、ＯＦＤＭＡ通信システムの例の場合、ユーザ・データ１２３
４、ユーザ情報１２３６、およびトーン・サブセット割当シーケンス情報１２５０を含む
。ユーザ・データ１２３４は、送信機１２０４によって基地局１００へ送信される前に符
号化されるためにエンコーダ１２１４へと送られる、ピア・ノードに向けられたデータと
、基地局１０００から送られ受信機１２０２内のデコーダ１２１２によって処理されたデ
ータとを含みうる。ユーザ情報１２３６は、アップリンク・チャネル情報１２３８、ダウ
ンリンク・チャネル情報１２４０、端末ＩＤ情報１２４２、基地局ＩＤ情報１２４４、セ
クタＩＤ情報１２４６、およびモード情報１２４８を含む。アップリンク・チャネル情報
１２３８は、無線端末１２００が基地局１０００へ送信する場合に利用するために、基地
局１０００によって割り当てられたアップリンク・チャネル・セグメントを識別する情報
を含む。アップリンク・チャネルは、アップリンク・トラフィック・チャネルや、例えば
要求チャネル、電力制御チャネル、およびタイミング制御チャネルのような専用アップリ
ンク制御チャネルを含みうる。ＯＦＤＭＡ通信システムの典型的な場合では、おのおのの
アップリンク・チャネルは、１または複数の論理トーンを含む。おのおのの論理トーンは
、アップリンク・トーン・ホッピング・シーケンスにしたがう。幾つかの実施形態では、
アップリンク・ホッピング・シーケンスは、セルの各セクタ・タイプで、および、隣接セ
ル間で異なる。
【００９０】
　ダウンリンク・チャネル情報１２４０は、基地局がデータ／情報をＷＴ１２００へ送信
しているとき、ＷＴ１２００が使用するために基地局によって割り当てられたダウンリン
ク・チャネル・セグメントを識別する情報を含む。ダウンリンク・チャネルは、ダウンリ
ンク・トラフィック・チャネルおよび割当チャネルを含む。これらはおのおの１または複
数の論理トーンを含み、おのおのの論理トーンは、セルの各セクタの間で同期化されるダ
ウンリンク・ホッピング・シーケンスにしたがう。
【００９１】
　ユーザ情報１２３６はまた、基地局１０００が割り当てた識別情報である端末ＩＤ情報
１２４２と、ＷＴが通信を確立した特定の基地局１０００を識別する基地局ＩＤ情報１２
４４と、ＷＴ１２００が現在位置しているセルの特定のセクタを識別するセクタＩＤ情報
１２４６とを含む。ＯＦＤＭＡ通信システムの例では、基地局ＩＤ１２４４が、セル・ス
ロープ値を提供し、セクタＩＤ情報１２４６が、セクタ・インデクス・タイプを提供し、
セル・スロープ値およびセクタ・インデクス・タイプが、トーン・ホッピング・シーケン
スを導出するために使用される。ユーザ情報１２３６には、ＷＴ１２００がスリープ・モ
ードであるか、ホールド・モードであるか、あるいはオン・モードであるかを識別するモ
ード情報１２４８が含まれる。
【００９２】
　幾つかのＯＦＤＭＡ実施形態では、トーン・サブセット割当シーケンス情報１２５０が
、ダウンリンク・ストリップ・シンボル時間情報１２５２と、ダウンリンク・トーン情報
１２５４とを含む。ダウンリンク・トーン情報１２５４は、基地局１０００に割り当てら
れたキャリア周波数を含む情報と、トーンの周波数および数、ストリップ・シンボル期間
に割り当てられるべきトーン・サブセットのセットの数、および他のセルの数と、例えば
スロープ、スロープ・インデクス、およびセクタ・タイプのようなセクタ特有の値とを含
む。
【００９３】
　ルーチン１２２０は、通信ルーチン１２２４および無線端末制御ルーチン１２２６を含
む。通信ルーチン１２２４は、ＷＴ１２００によって使用される様々な通信プロトコルを
制御する。無線端末制御ルーチン１２２６は、受信機１２０２および送信機１２０４の制
御を含む基本的無線端末１２００の機能を制御する。無線端末制御ルーチン１２２６は、
シグナリング・ルーチン１２２８を含む。幾つかのＯＦＤＭＡ実施形態では、トーン・サ
ブセット割当ルーチン１２３０は、幾つかの実施形態にしたがってダウンリンク・トーン
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・サブセット割当シーケンスを生成し、かつ、基地局１０００から送信された受信データ
を処理するために、ダウンリンク・チャネル情報１２４０、例えばスロープ・インデクス
およびセクタ・タイプのような基地局ＩＤ情報１２４４、および、ダウンリンク・トーン
情報１２５４を含むユーザ・データ／情報１２２２を使用する。
【００９４】
　幾つかの例示的な実施の技術は、ソフトウェア、ハードウェア、および／または、ソフ
トウェアとハードウェアとの組み合わせを用いて実施されうる。幾つかの実施形態は、例
えばモバイル端末、基地局、または、幾つかの例示的な実装を実現する通信システムのよ
うなモバイル・ノードである装置に向けられる。幾つかの例示的な実施はまた、幾つかの
例示的な実施にしたがって、例えばホストのような通信システム、基地局、および／また
はモバイル・ノードの制御および／または操作を行う方法のような方法に向けられる。幾
つかの例示的な実施はまた、幾つかの例示的な実施にしたがって１または複数のステップ
を実施する機械を制御するための機械読取可能な命令群を含む例えばＲＯＭ、ＲＡＭ、Ｃ
Ｄ、ハード・ディスク等のような機械読取可能媒体にも向けられる。
【００９５】
　本明細書に記載された例示的な様々なノードは、例えば信号処理、メッセージ生成およ
び／または送信のような幾つかの例示的な実施からなる１または複数の方法に対応するス
テップを実行する１または複数のモジュールを用いて実現される。したがって、幾つかの
例示的な実施では、幾つかの例示的な実施の様々な特徴が、モジュールを用いて実現され
る。そのようなモジュールは、ソフトウェア、ハードウェア、あるいはソフトウェアとハ
ードウェアとの組み合わせを使用して実現することができる。上述された方法または方法
ステップの多くは、例えば１または複数のノードのような上述したノードのすべてまたは
一部を実現する追加ハードウェアを備えたあるいは備えていない汎用コンピュータのよう
な機械を制御するために、例えばＲＡＭ、フロッピー（登録商標）ディスク等のメモリ・
デバイスのような機械読取可能媒体に含まれた例えばソフトウェアのような機械実行可能
命令群を用いて実現されうる。したがって、幾つかの実施形態は、例えばプロセッサや関
連ハードウェアのような機械に対して、上述した方法のステップのうちの１または複数を
実行させる機械読取可能命令群を含む機械読取可能媒体に向けられる。
【００９６】
　上述した例示的な実施からなる方法および装置に関する多くのさらなるバリエーション
が、幾つかの例示的な実施の記述を参照して、当業者に明らかになるであろう。そのよう
なバリエーションは、それぞれの例示的な実施のスコープ内にあると考えられるべきであ
る。幾つかの例示的な実施、および幾つかの実施形態における方法および装置は、ＣＤＭ
Ａ、直交周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）、ＳＣ－ＦＤＭＡ、および／または、アクセス・
ノードとモバイル・ノードとの間の無線通信リンクを提供するために使用されるその他の
様々なタイプの通信技術と共に使用されうる。幾つかの例示的な実施では、アクセス・ノ
ードは、ＯＦＤＭおよび／またはＣＤＭＡを用いてモバイル・ノードと通信リンクを確立
する基地局として実現される。様々な実施形態では、モバイル・ノードは、ノートブック
・コンピュータ、情報携帯端末（ＰＤＡ）、あるいは、これら幾つかの実施形態の方法を
実現するための受信機回路／送信機回路およびロジックおよび／またはルーチンを含むそ
の他のポータブル・デバイスとして実現されうる。
【００９７】
　本明細書に記載の１または複数の局面にしたがって、アップリンク・パイロット・チャ
ネル情報を決定することに関する推論がなされることが認識されるだろう。本明細書で使
用されるように、「推論する」または「推論」なる用語は一般に、イベントおよび／また
はデータを介して取得された観察のセットから、システム、環境および／またはユーザ、
モバイル・デバイス、アクティブ・アップリンク・ストリーム、および基地局の状態を推
論するか、あるいはそれに関する理由付けをする処理を称する。推論は、特定の文脈また
は動作を識別するために使用することができるか、あるいは、例えば、状態にわたった確
率分布を生成することができる。推論は、確率論的である。すなわち、データおよびイベ
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ントの考慮に基づく当該状態にわたる確率分布の計算である。推論はまた、イベントおよ
び／またはデータのセットから、より高レベルのイベントを構成するために適用される技
術をも称する。そのような推論の結果、これらイベントが時間的に近接して相関してよう
といまいと、これらイベントおよびデータが、１または幾つかのイベント・ソースおよび
データ・ソースから由来していようといまいと、観察されたイベントおよび／または格納
されたイベント・データのセットから、新たなイベントまたはアクションを構築すること
ができる。
【００９８】
　例によれば、上述した１または複数の方法は、適応性のあるアップリンク・パイロット
多重化を容易にするアクティブなアップリンク・ストリームを決定することに関する推論
を行うことを含む。別の例によれば、推論は、アップリンク・パイロット信号のセットに
基づいて、１または複数の望まれない信号から弁別可能な所望の信号の確率を推定するこ
とに関連してなされる。前述した例は本質的に例示的であり、なされうる推論の数、ある
いは、そのような推論が本明細書に記載の様々な実施形態および／または方法に関連して
なされる方法に限定されることは意図されていないことが認識されるだろう。
【００９９】
　図１３は、本発明の様々な局面にしたがったパイロット最適化を組み込んだ通信システ
ムの限定しない典型的なブロック図を例示しており、ＭＩＭＯシステム１３００における
送信機システム１３１０（例えば、基地局、基地局等）と受信機システム１３５０（ＵＥ
、ユーザ機器、モバイル・ノード）がある。送信機システム１３１０では、多くのデータ
・ストリームのためのトラフィック・データが、データ・ソース１３１２から送信（ＴＸ
）データ・プロセッサ１３１４へ提供される。例示的な実施では、おのおののデータ・ス
トリームが、それぞれの送信アンテナを介して送信される。ＴＸデータ・プロセッサ１３
１４は、符合化されたデータを提供するために、そのデータ・ストリームのために選択さ
れた特定の符合化スキームに基づいて、おのおののデータ・ストリームのためのトラフィ
ック・データをフォーマットし、符合化し、インタリーブする。本明細書に記述されたシ
ステムおよび方法の例示的な様々な実施にしたがって、送信機システム１３１０は、受信
機システム１３５０にアップリンク・パイロット・チャネル情報を送信することによって
、パイロット最適化スキームを容易にする。
【０１００】
　おのおののデータ・ストリームのための符合化されたデータは、ＯＦＤＭ技術を用いて
、パイロット・データと多重化されうる。パイロット・データは、一般に、既知の方法で
処理された既知のデータ・パターンであり、受信機システムにおいて、チャネル応答を推
定するために使用されうる。おのおののデータ・ストリームのデータ・レート、符合化、
および変調は、プロセッサ１３３０によって実行される命令群によって決定されうる。
【０１０１】
　すべてのデータ・ストリームのための変調シンボルは、その後、ＴＸプロセッサ１３２
０へ提供される。ＴＸプロセッサ１３２０はさらに、（例えば、ＯＦＤＭのために）この
変調シンボルを処理する。ＴＸプロセッサ１３２０はその後、ＮＴ個の変調シンボル・ス
トリームを、ＮＴ個の送信機（ＴＭＴＲ）１３２２ａ乃至１３２２ｔへ提供する。ある実
施形態では、ＴＸプロセッサ１３２０は、ビームフォーミング重みを、データ・ストリー
ムのシンボル、および、このシンボルが送信されるアンテナへ適用する。
【０１０２】
　おのおのの送信機１３２２は、シンボル・ストリームをそれぞれ受信して処理し、１ま
たは複数のアナログ信号を提供する。そして、さらに、このアナログ信号を調整（例えば
、増幅、フィルタ、およびアップコンバート）し、ＭＩＭＯチャネルを介した送信に適し
た変調信号を提供する。その後、送信機１３２２ａ乃至１３２２ｔからＮＴ個の変調信号
が、ＮＴ個のアンテナ１３２４ａ乃至１３２４ｔからそれぞれ送信される。
【０１０３】
　受信機システム１３５０では、この送信された変調信号がＮＲ個のアンテナ１３５２ａ
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乃至１３５２ｒによって受信され、おのおののアンテナ１３５２からの受信信号が、それ
ぞれの受信機（ＲＣＶＲ）１３５４ａ乃至１３５４ｒへ提供される。おのおのの受信機１
３５４は、それぞれの受信信号を調整（例えば、フィルタ、増幅、およびダウンコンバー
ト）し、調整した信号をデジタル化して、サンプルを提供する。そしてさらに、このサン
プルを処理して、対応する「受信された」シンボル・ストリームを提供する。
【０１０４】
　その後、ＲＸデータ・プロセッサ１３６０が、ＮＲ個の受信機１３５４からＮＲ個の受
信されたシンボル・ストリームを受け取り、特定の受信機処理技術に基づいて処理し、Ｎ

Ｔ個の「検出された」シンボル・ストリームを提供する。ＲＸデータ・プロセッサ１３６
０は、その後、検出されたシンボル・ストリームのおのおのを復調、デインタリーブ、お
よび復号して、そのデータ・ストリームのためのトラフィック・データを復元する。ＲＸ
データ・プロセッサ１３６０による処理は、送信機システム１３１０のＴＸ　ＭＩＭＯプ
ロセッサ１３２０およびＴＸデータ・プロセッサ１３１４によって行なわれる処理と相補
的である。
【０１０５】
　プロセッサ１３７０は、上述したようにして、どの事前符号化行列を用いるべきかを定
期的に決定する。プロセッサ１３７０は、行列インデクス部とランク値部とを備える逆方
向リンク・メッセージを規定する。逆方向リンク・メッセージは、通信リンクおよび／ま
たは受信されたデータ・ストリームに関する様々なタイプの情報を備える。本発明の様々
な局面によれば、送信機システム１３１０からアップリンク・パイロット・チャネル情報
をそれぞれ受信することに応答して、受信機システム１３５０は、予め定めた機能にした
がってパイロット・チャネルを最適化する。逆方向リンク・メッセージはその後、多くの
データ・ストリームのトラフィック・データをデータ・ソース１３３６から受信するＴＸ
データ・プロセッサ１３３８によって処理され、変調器１３８０によって変調され、送信
機１３５４ａ乃至１３５４ｒによって調整され、送信機システム１３１０へ送り戻される
。
【０１０６】
　送信機システム１３１０では、受信機システム１３５０からの変調信号が、アンテナ１
３２４によって受信され、受信機１３２２によって調整され、復調器１３４０によって復
調され、ＲＸデータ・プロセッサ１３４２によって処理されて、受信機システム１３５０
によって送信された逆方向リンク・メッセージが抽出される。その後、プロセッサ１３３
０が、ビームフォーミング重みを決定するためにどの事前符号化行列を用いるのかを決定
し、その後、この抽出されたメッセージを処理する。本発明の様々な局面によれば、受信
機システム１３５０からの多重化パイロットを受信することに応答して、送信機システム
１３１０は、予め定めた機能およびそれぞれのアップリンク・パイロット・チャネル情報
にしたがって、この多重化パイロット・チャネルをデマルチプレクスする。
【０１０７】
　図１４に示すように、本明細書に記載のシステムおよび方法の限定しない様々な例示的
実施にしたがって、パイロット最適化を容易にする装置１４００が例示される。例えば、
装置１４００は、基地局内に少なくとも部分的に存在しうる。装置１４００は、プロセッ
サ、ソフトウェア、または（例えばファームウェアのような）これらの組み合わせによっ
て実現される機能を表す機能ブロックでありうる機能ブロックを含むものとして表される
ことが認識されるべきである。装置１４００は、連携して動作する電子構成要素の論理グ
ループ１４０２を含む。例えば、論理グループ１４０２は、アップリンク・パイロット・
チャネル情報の決定および送信のための基地局における電子構成要素１４０４を含む。例
示であり限定しない目的で、アップリンク・パイロット・チャネル情報は、多重化される
１または複数のアクティブ・ストリームの数、利用可能なリソース・ブロックの数、およ
び／または、パイロット開始周波数位置、これらの任意の組み合わせ等を含みうる。さら
に、論理グループ１４０２は、図４、６－７に関連して既により詳細に説明したように、
パイロット制御を表す信号を受信する電子構成要素１４０６を含みうる。論理グループ１
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４０２はさらに、アップリンク・パイロット・チャネル情報の予め定めた関数にしたがっ
て、パイロット制御信号を処理する電子構成要素１４０８を含みうる。さらに、装置１４
００は、電子構成要素１４０４、１４０６、１４０８に関連する機能を実行するための命
令群を保持するメモリ１４１０を含みうる。メモリ１４１０の外側にあるように示されて
いるが、電子構成要素１４０４、１４０６、１４０８のうちの１または複数は、メモリ１
４１０内に存在しうることが理解されるべきである。
【０１０８】
　図１５に示すように、本明細書に記載のシステムおよび方法の限定しない様々な例示的
実施にしたがってパイロット最適化をイネーブルする装置１５００が例示される。装置１
５００は、例えば、無線端末内に少なくとも部分的に存在することができる。装置１５０
０は、プロセッサ、ソフトウェア、または（例えばファームウェアのような）これらの組
み合わせによって実現される機能を表す機能ブロックでありうる機能ブロックを含むもの
として表されることが認識されるべきである。装置１５００は、連携して動作しうる電子
構成要素の論理グループ１５０２を含む。例えば、論理グループ１５０２は、アップリン
ク・パイロット・チャネル情報を受信し処理する電子構成要素１５０４を含みうる。例え
ば、電子構成要素１５０４は、図１４に関して上述したように、アップリンク・パイロッ
ト・チャネルを受信して処理する電子構成要素を含みうる。さらに、論理グループ１５０
２は、図４、６－７に関連して既に詳細に説明したように、アップリンク・パイロット・
チャネル情報に基づいてパイロット制御データを処理する電子構成要素１５０６を含みう
る。さらに、論理グループ１５０２は、パイロット・フィードバック・データを送信する
電子構成要素１５０８を含みうる。さらに、装置１５００は、電子構成要素１５０４、１
５０６、１５０８に関連する機能を実行するための命令群を保持するメモリ１５１０を含
むことができる。メモリ１５１０の外側にあるとして示されているが、電子構成要素１５
０４、１５０６、１５０８の１または複数は、メモリ１５１０内に存在することができる
と理解されるべきである。
【０１０９】
　本明細書で説明された例示的な実施は、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア
、ミドルウェア、マイクロコード、またはこれら任意の組み合わせによって実現されうる
ことが理解されるべきである。ハードウェアで実現する場合、ユーザ機器またはネットワ
ーク・デバイス内の処理ユニットは、１または複数の特定用途向けＩＣ（ＡＳＩＣ）、デ
ジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、デジタル信号処理デバイス（ＤＳＰＤ）、プログラム
可能論理回路（ＰＬＤ）、フィールド・プログラム可能ゲート・アレイ（ＦＰＧＡ）、プ
ロセッサ、コントローラ、マイクロ・コントローラ、マイクロプロセッサ、本明細書に記
載の機能を実行するように設計されたその他の電子ユニット、あるいはこれらの組み合わ
せ内に実装されうる。
【０１１０】
　本明細書に記載のシステムおよび／または方法が、ソフトウェア、ファームウェア、ミ
ドルウェアまたはマイクロコード、プログラム・コード、あるいはコード・セグメントで
実現される場合、例えばストレージ構成要素のような機械読取可能媒体に格納されうる。
コード・セグメントは、手順、関数、サブプログラム、プログラム、ルーチン、サブルー
チン、モジュール、ソフトウェア・パッケージ、クラス、あるいは命令群の組み合わせ、
データ構造、またはプログラム・ステートメントを表しうる。コード・セグメントは、情
報、データ、引数、パラメータ、あるいはメモリ・コンテンツの引き渡しおよび／または
受け取りによって、別のコード・セグメントまたはハードウェア回路に接続されうる。情
報、引数、パラメータ、データ等は、メモリ共有、メッセージ引渡し、トークン引渡し、
ネットワーク送信等を含む任意の適切な手段を用いて引き渡し、転送、あるいは送信され
うる。
【０１１１】
　ソフトウェアによって実現する場合、本明細書に記載の技術は、本明細書に記載の機能
を実行するモジュール（例えば、手順、関数等）を用いて実現されうる。ソフトウェア・
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コードは、メモリ・ユニットに格納され、プロセッサによって実行されうる。メモリ・ユ
ニットは、プロセッサ内部あるいはプロセッサ外部に実装されうる。プロセッサ外部に実
装される場合、様々な手段によってプロセッサに通信可能に接続されうる。
【０１１２】
　上述したものは、開示された主題の一例しか含んでいない。もちろん、そのような主題
を記述するために、構成要素または方法論からなる考えられるすべての組み合わせを記述
することは不可能であるが、当業者であれば、多くのさらなる組み合わせおよび置き換え
が可能であることを認識することができる。したがって、主題は、特許請求の範囲の精神
およびスコープ内にあるそのようなすべての変形、修正、および変更を包含することが意
図される。さらに、用語「含む」が詳細説明または請求項の何れかで用いられている限り
、その用語は、用語「備える」が、請求項における遷移語として使用されている場合に「
備える」と解釈されるのと同様に、包括的であることが意図される。

【図１】 【図２】



(31) JP 2010-517437 A 2010.5.20

【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【図４】

【図５】

【図６】 【図７】



(32) JP 2010-517437 A 2010.5.20

【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】



(33) JP 2010-517437 A 2010.5.20

【図１２】 【図１３】

【図１４】 【図１５】



(34) JP 2010-517437 A 2010.5.20

10

20

30

40

【国際調査報告】



(35) JP 2010-517437 A 2010.5.20

10

20

30

40



(36) JP 2010-517437 A 2010.5.20

10

20

30

40



(37) JP 2010-517437 A 2010.5.20

10

20

30

40

50

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MT,NL,NO,PL,PT,RO,SE,SI,SK,T
R),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BH,BR,BW,BY,
BZ,CA,CH,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IS,JP,KE,K
G,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PG,PH,PL,PT
,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,SV,SY,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

（特許庁注：以下のものは登録商標）
１．ＧＳＭ

(74)代理人  100109830
            弁理士　福原　淑弘
(74)代理人  100075672
            弁理士　峰　隆司
(74)代理人  100095441
            弁理士　白根　俊郎
(74)代理人  100084618
            弁理士　村松　貞男
(74)代理人  100103034
            弁理士　野河　信久
(74)代理人  100119976
            弁理士　幸長　保次郎
(74)代理人  100153051
            弁理士　河野　直樹
(74)代理人  100140176
            弁理士　砂川　克
(74)代理人  100100952
            弁理士　風間　鉄也
(74)代理人  100101812
            弁理士　勝村　紘
(74)代理人  100070437
            弁理士　河井　将次
(74)代理人  100124394
            弁理士　佐藤　立志
(74)代理人  100112807
            弁理士　岡田　貴志
(74)代理人  100111073
            弁理士　堀内　美保子
(74)代理人  100134290
            弁理士　竹内　将訓
(74)代理人  100127144
            弁理士　市原　卓三
(74)代理人  100141933
            弁理士　山下　元
(72)発明者  ルンドビー、ステイン・アルネ
            アメリカ合衆国、カリフォルニア州　９２１２１、サン・ディエゴ、モアハウス・ドライブ　５７
            ７５
(72)発明者  サムブワニ、シャラド・ディーパク



(38) JP 2010-517437 A 2010.5.20

            アメリカ合衆国、カリフォルニア州　９２１２１、サン・ディエゴ、モアハウス・ドライブ　５７
            ７５
Ｆターム(参考) 5K022 EE01  EE13  EE21  EE31 
　　　　 　　  5K067 AA21  BB04  BB21  DD11  EE02  EE10  FF02  FF16  GG08  HH22 
　　　　 　　        HH23  JJ13 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

